
基本施策3-01 地域福祉

施策3-01-01 地域福祉の推進

施策の展開方向①奈良市地域福祉計画の推進 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 177

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

早瀬 宏明

施策の展開方向②地域福祉活動の推進 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 146,500 158,800 180,100 198,500 197,900

決算額 137,498 159,911 172,818 196,083 186,532

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

猪岡 秀光

第３章 保健福祉

事業名 事業目的及び事業概要

福祉政策課

地域福祉活動の支援事
業

地域福祉活動計画の策定、生活相談・支援事
業、福祉サービス利用援助事業等を実施する奈
良市社会福祉協議会を支援する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

地域福祉活動計画の策定、生活相談・支援事業、
福祉サービス利用援助事業等を実施する奈良市社会
福祉協議会を支援することにより、地域支援や福祉
サービス利用援助事業等の実施に加え、様々な福祉
課題の解決に向けた取組の充実を図った。

高齢化対策をはじめ、様々な福祉課題を解決する
ため、地域福祉の担い手である奈良市社会福祉協議
会を支援し、更なる地域福祉の充実を図る。

地域福祉課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

担当課

奈良市地域福祉計画の
推進

地域福祉活動への住民参加を促進するため、
奈良市社会福祉協議会・関係団体と行政の連携
を更に強化する中で地域福祉の向上に取り組
み、地域の生活課題に応じた福祉施策の展開等
を進める。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

第１次奈良市地域福祉計画の成果と課題を踏ま
え、より効果的・効率的な地域福祉の推進を図るた
め、平成24年度に第２次奈良市地域福祉計画を策定
した。

平成25年度以降は、進捗管理を行った。

計画の進捗状況を把握し、奈良市社会福祉協議会
や地域福祉支援組織と協働し第３次奈良市地域福祉
計画を策定する。

また、計画の策定及び実施段階において、新たな
地域課題に対応できる仕組みづくりの構築と地域や
関係機関とのネットワークづくりにより、孤立しな
い社会づくりを目指していく。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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施策の展開方向③地域福祉推進体制の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 27,400 20,200 20,900 21,500 0

決算額 27,093 20,074 20,776 20,250 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

猪岡 秀光

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880

決算額 1,880 1,880 1,880 1,880 1,880

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

猪岡 秀光

音楽療法推進事業

音楽学、心理学、老年医学、障がい児教育等
の専門知識と、実戦で培った技量を身に付けた
音楽療法士が、医療・福祉・教育関係者と連携
を図りながら、音楽療法の実践と充実を図り、
療法的及び福祉的見地から成果の検証を行い、
実践研究と情報を発信する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

医療、福祉、教育関係者と連携を図りながら、障
がい者・児、要介護者、高齢者などに対して介護予
防などを目的とした音楽療法の充実を図った。

市の事業としては、その役割を終えたために、平
成26年度で事業を廃止し、平成27年度からは社会福
祉協議会の自主事業として実施している。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

民生児童委員協議会連
合会活動補助

民生児童委員協議会連合会が市や各関係団
体、自治会等と連携して多様化する福祉課題に
対応できるよう、活動を補助する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

事業補助を行うことで、連合会事業が円滑に進め
られたと考えられる。

特に、平成24年度に実施した災害時要援護者名簿
登載同意者に対する「救急医療情報キット」の配布
について、市と連携協力する体制を構築し、事業を
推進できたことは大きな成果と言える。

民生児童委員協議会連合会の事業を円滑に進める
ため、引き続き補助を行う。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

地域福祉課

地域福祉課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 9,200 9,200 9,200 9,200 9,200

決算額 9,200 9,200 9,200 9,200 9,200

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

猪岡 秀光

（単位：千円）

計画年度

H26～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 25,000 18,800

決算額 0 0 0 24,917 18,731

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

猪岡 秀光

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

地区民生児童委員活動
支援事業

住民の身近な相談・支援者として地域の福祉
需要を的確に把握し、住民の立場に立って活動
する民生児童委員の活動を支援する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

事業補助を行うことで、協議会事業が円滑に進め
られたと考えられる。

特に、平成24年度実施の災害時要援護者名簿登載
同意者に対する「救急医療情報キット」の配布協力
について、円滑にその事業が行われたことは、大き
な成果と言える。

地区民生委員児童委員協議会が、地域福祉の推進
に積極的に寄与していただくため、引き続き支援を
行う。

地域福祉課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

安心生活創造推進事業

既存の制度サービスや地域活動サービスの支
援対象とならない方々を対象に、地域福祉コー
ディネーターの配置、官民協働のプラット
フォーム構築、見守り等の福祉問題の早期発見
の仕組みづくり、買い物・移動等の生活支援及
び一人ぼっちの子育てを防止する事業等を実施
する。

地域福祉課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

奈良市社会福祉協議会に事業を委託し、これまで
の制度支援や地域活動支援から抜け漏れている社会
的孤立者等を支援する仕組みづくりに取り組んだ。
平成26年度から西部圏域をモデルゾーンとして事業
展開を行っている。

奈良市社会福祉協議会に事業を委託し、西部圏域
での事業を参考に全市的な汎用性のある仕組みづく
りを目指す。

また、生活困窮者自立支援施策と積極的な連携・
調整を図っていく必要がある。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針
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施策3-01-02 社会保障

施策の展開方向①国民健康保険事業の健全運営 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 34,391,343 35,409,202 36,532,055 37,253,069 42,247,171

決算額 33,192,501 35,200,308 36,092,897 36,900,118 42,491,261

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

福井 康隆

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 368,343 265,699 276,152 276,102 278,850

決算額 160,064 204,720 213,712 220,865 225,508

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

福井 康隆

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

国民健康保険事業

国民健康保険事業の健全な運営を確保し、
もって社会保障及び国民保健の向上に寄与する
ことを目的として、国民健康保険被保険者の疾
病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給
付を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

国保会計における保険給付費の執行率は平成23年
度96.7％、24年度97.1%、25年度97.3％、26年度
98.3％、27年度99.9％で、効率的な予算執行に努め
た。収支差引額は平成23年度４億74百万円（実質単
年度収支３億46百万円）、24年度５億31百万円（３
億７百万円）、25年度３千９百万円（▲２億１千万
円）、26年度４千万円（▲２億９千万円）の黒字で
あった。平成27年度は保険給付費の伸びが著しく、
基金を取り崩し、収支差引額は５千６百万円（▲３
億６千２百万円）の黒字となった。

平成30年度からの国民健康保険の都道府県広域化
を見据え、保険料収納対策及び医療費適正化対策を
推進し、国民健康保険特別会計の健全化（安定化）
に務める。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

国保年金課

特定健康診査等事業
【3-01-02①「国民健
康保険事業」の内数】

特定健診等により生活習慣病を予防し、国民
医療費の増加を抑制する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

「高齢者医療確保法」に規定する医療保険者とし
て「特定健診」等を行った。対象者は40歳以上75歳
未満の国保被保険者。特定健診受診率は平成23年度
25.0％、平成24年度27.9％、平成25年度28.6％、平
成26年度29.7％、平成27年度30.2％である。受診率
向上策として当初の自己負担額２千円を平成23年度
に１千円（非課税世帯無料）、都・月ヶ瀬地区集
団健診開始、また、平成25年度から500円（ワンコイ
ン）へ利便を図った。

特定健診の受診率を第４次総合計画の目標値であ
る35％に近づけるよう、効果的な広報や啓発に務
め、重篤な生活習慣病を予防し、ひいては医療費の
抑制に資することができるよう事業を運営する。

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

国保年金課

課題及び今後の方針



施策の展開方向②低所得者等の自立支援 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 11,430,000 12,480,000 12,570,000 12,380,000 12,520,500

決算額 12,189,800 12,385,685 12,329,691 12,406,715 12,492,577

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

伊達 誠
三井 真一

（単位：千円）

計画年度

H27～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 68,561

決算額 0 0 0 0 61,653

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

伊達 誠
三井 真一

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

生活困窮者等自立支援
事業

現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持
することができなくなるおそれのある生活困窮
者を早期に把握し、本人の状況に応じて必要な
支援を行うことにより、生活困窮状態からの脱
却を図り、再び困窮状態に陥ることなく、最終
的に安定的な自立生活を営めるよう支援を行
う。

実施機関として、自立相談支援機関を設置
し、生活困窮者を対象とした自立相談支援事業
や住居確保のための給付金支給などを行う。

保護第一課
保護第二課

生活保護の適正な実施

健康で文化的な最低限度の生活を保障し、そ
の自立を助長することを目的に、資産や能力等
全てを活用してもなお生活に困窮する者に対
し、国で定められた基準に基づき、困窮の程度
に応じて必要な生活・住宅・教育・医療・介
護・出産・生業・葬祭等の保護を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

就労支援相談員の配置や生活困窮者自立促進支援
事業の実施、ハローワークとの連携事業により、相
談や指導を行うなど、適正保護の実施に努めた結
果、被保護者数は平成26年度末7,908人から平成27年
度末時点では7,877人と減少したが、世帯としては、
5,442世帯から5,492世帯へと増加した。

また、平成27年度より各被保護者世帯及び医療機
関並びに薬局等に対してジェネリック医薬品使用の
啓発を行った。

稼働能力を有しながら様々な就労阻害要因のため
就労意欲を失いつつある生活保護受給者に対しカウ
ンセリングや研修等により就労意欲を喚起し、支援
対象者の実情に則した求人情報を提供することで就
労に結びつけ、生活保護受給者の自立促進を図る
等、生活保護制度の趣旨に沿った適正保護の実施に
努める。

また、医療扶助費の伸びを抑制するため、ジェネ
リック医薬品使用の啓発を引き続き進める。

保護第一課
保護第二課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価 課題及び今後の方針

平成25年９月からモデル事業として自立相談支援
事業をスタートしたが、周知不足もあり相談者数が
伸び悩んでいた。平成27年３月～４月にかけて広報
活動を行ったところ相談者数は増加したが、継続性
がなく減少傾向にあり、支援が必要な方に制度の周
知ができていないことが課題となっている。

より多くの方を支援できるように、アウトリーチ
の取組の一つとして、地域を良く理解されている、
各地区民生児童委員協議会への制度説明を行ってい
くなど、庁内各課、行政と各団体、又は各団体同士
で顔の見える関係を構築する必要がある。そのよう
な関係を構築することによって、市だけにとどまら
ない幅広い支援に繋げていく。
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施策の展開方向③国民年金事務の執行 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 22,330 22,178 22,069 24,513 26,371

決算額 21,506 21,429 21,448 25,865 25,670

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

福井 康隆

基本施策3-02 子育て

施策3-02-01 子育て支援の推進

施策の展開方向①子育て家庭の経済的支援 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 507,853 680,058 669,265 646,161 648,316

決算額 522,187 650,664 619,875 642,615 637,175

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課

国民年金事業
世代間の支え合いを基本とした公的年金制度

である国民年金制度の各種届出等の受付けを行
う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

国民年金第１号被保険者に対する各種届出・免
除・裁定請求等の事務を行った。第１号被保険者に
対する届出は平成23年度9,521件、24年度8,609件、
25年度8,844件、26年度9,022件、27年度10,316件、
免除申請は、平成23年度11,839件、24年度14,028
件、25年度10,641件、26年度19,093件、27年度
22,132件である。国民年金は、全ての国民に基礎年
金を支給する制度であり、業務の所管は日本年金機
構であるが、届出・申請などの窓口業務は市区町村
に委託されている。

国民年金事業の広報等を図る。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

国保年金課

子ども医療費助成

安心して子どもを生み、子育てができるまち
づくりを目指し、子どもの疾病の早期発見と治
療を促進し、子どもの健やかな成長に寄与する
ことを目的として、健康保険に加入している０
歳児から15歳（中学校修了前）までを対象に医
療費の一部を助成する。
・０歳児から小学生まで

入院診療・外来診療が対象
・中学生

入院診療のみ対象

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年８月から、助成対象を「就学前の子ど
も」から「中学校修了前までの子ども」に拡大し、
平成26年４月からは、小中学生の入院の一部負担金
を減額した。

子どもの健やかな成長の一助になったと考える。

平成28年８月からは助成対象を更に拡大し、中学
生の通院も助成対象とした。

誰もが安心して子育てができる社会の実現を目指
し、引き続き国による子ども医療費助成の早期創設
の要望を行う。



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 12,000 12,000 12,000 16,000 16,000

決算額 13,369 17,397 14,866 11,965 15,534

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 7,280,000 5,720,000 5,220,000 5,300,000 5,230,000

決算額 6,475,507 5,508,645 5,310,575 5,249,945 5,155,455

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

助産施設措置事業

児童福祉法第22条の規定により、妊産婦が保
健上必要があるにもかかわらず、経済的理由に
より入院助産を受けることができない場合、助
産施設での助産を受けられるよう支援する。現
在、市立奈良病院、奈良県総合医療センターを
助産施設として指定しており、妊産婦からの申
請に基づき、入所措置を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

経済的理由により、入院助産を受けることができ
ない妊婦の入所措置を平成23年度は26人、平成24年
度は27人、平成25年度は28人、平成26年度は22人、
平成27年度は24人に実施した。

平成23年度から平成26年度は、長期入院や帝王切
開などの異常分娩の妊婦が少なく設置費が減額とな
り、平成27年度は長期入院や異常分娩により措置費
が増額となったが、安全で適切な出産を支援するこ
とができた。

今後も助産施設の利用が見込まれるため、事業を
継続することで、子どもを出産したくても経済的に
出産に係る費用が負担できない家庭に対して、経済
的負担を軽減し、安全な出産を確保していく。

子育て相談課

子ども育成課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

児童手当支給事業

児童を養育している者に児童手当を支給する
ことにより、家庭等における生活の安定に寄与
するとともに、次代の社会を担う子どもの健や
かな育ちを社会全体で支援する。

平成22年度、平成23年度は子ども手当、平成
24年度から児童手当に移行。平成24年度から所
得制限あり。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

子ども手当から児童手当への移行手続を適正に
行った。子ども手当の廃止に伴い平成24年４月から
児童手当を支給し、また６月分からは所得制限限度
額以上の世帯には特例給付として１人月額5,000円を
支給した。平成26年４月から、児童手当業務の一部
を民間事業者へ委託し、児童手当の認定処理等の期
間短縮を行った。児童手当を支給することにより、
支給対象者の家庭等における生活の安定の一助に
なったと考える。

国の方針により、適正に支給していく。
平成26年４月から民間事業者へ委託した児童手当

業務の適正な運営管理を行うことにより、市民サー
ビスの向上を図っていく。
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施策の展開方向②子育て中の親子の居場所づくり （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 67,736 81,000 95,789 95,520 104,340

決算額 65,734 74,254 86,695 94,683 101,168

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 4,920 5,450 6,325 6,300 5,425

決算額 4,078 4,683 5,265 5,210 5,042

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

地域子育て支援拠点事
業

現在、核家族化と都市化が進行する中で、子
育てや育児について気軽に相談できる相手や仲
間が身近な地域に存在しないなど、家庭や地域
における子育て支援機能の低下が問題となって
いる。

地域子育て支援拠点事業は、地域の子育て親
子の交流促進及び育児相談等を実施し、子育て
の孤立感、負担感の解消を図り、全ての子育て
家庭を地域で支える取組を行っている。加え
て、地域の実情に応じ、地域に根ざした運営を
行い、関係機関及び子育て支援活動を実施する
団体等と連携を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

地域子育て支援拠点等の「子育て親子の集える
場」を平成27年度までに58か所の設置を目標として
いたが、平成26年度で目標数を達成した。

また、ニーズ調査等を精査した結果、平成27年度
以降の新規開設を行わないことを決定した。

なお、既存事業の充実を図るため、評価を行い、
課題及び問題点を洗い出し、指導・改善を行った。

今後、子育て親子が教育・保育施設や地域の子育
て支援事業等を円滑に利用することができるよう
に、子育て親子にとって身近な場所である地域子育
て支援拠点で的確な情報提供及び助言を行い、各拠
点、地域住民及び行政等関係機関が一体となって子
どもの健やかな育ちを支援していく。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課

子育てスポット事業

親の育児相談に応じ、子育ての悩みや不安に
ついて一緒に考え、育児の不安感や負担感を軽
減する。子育てスポットは、子育て親子を主役
として、人と人とを繋ぐ拠点、また子どもを中
心とした地域づくりの核となり、地域に開かれ
た支援の輪を生み出すことを目的とする。

地域にある身近な公共施設等を利用し、地域
の団体に委託して、月に１・２回、３時間開催
し、子育て親子が集まり、共に語り合い、交流
を図り、子育て情報の交換を行う場、育児相談
に応じる場及び子育て親子に遊びを伝える場の
提供を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

地域子育て支援拠点及び市単独事業である子育て
スポット等の「子育て親子の集える場」を平成27年
度までに58か所の設置を目標としていたが、平成26
年度で目標数を達成したため、今後の子育てスポッ
トの新規開設を行わないことを決定した。

また、「子育てスポット交流会」を実施し、実施
団体の連携や情報交換等を密にすることで、事業の
充実を図った。

今後は、子育てスポット等の地域の子育て支援団
体や地域子育て支援拠点を対象とした「子育て支援
交流会」を実施し、関係機関及び子育て支援者等の
交流・連携の強化を図る。

子ども育成課



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 39,700 36,480 36,321 36,321 40,056

決算額 38,628 35,734 35,236 34,597 40,056

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

（単位：千円）

計画年度

H24～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 6,000 2,300 2,200 2,550

決算額 0 5,898 4,269 2,343 2,545

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

銅 正宣

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子育てスポットすくす
く広場事業

現在、核家族化と都市化が進行する中で、子
育てや育児について気軽に相談できる相手や仲
間が身近な地域に存在しないなど、家庭や地域
における子育て支援機能の低下が問題となって
いるため、福祉センターの一室において、子育
て親子がいつでも気軽に集える場の提供を行
い、高齢者から昔ながらの遊びや昔話を教えて
もらうなど、高齢者を含め異世代間における交
流を実施することで親の育児不安や負担を軽減
し、孤立化を防ぐ。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

東・西・南・北の各福祉センターで「子育てス
ポットすくすく広場」を実施することにより、子育
て親子が気軽に集える場の提供、情報交換・相談等
や親子交流を行うとともに、高齢者との異世代間交
流を図ることができた。

また、地域の子育て支援のネットワークを強化す
るため、地域子育て支援拠点や地域の子育て支援団
体等との交流会を実施した。

地域子育て支援拠点、地域の子育て支援団体及び
子育て親子等の交流会を実施する。また、高齢者と
の異世代間交流の充実を図っていく。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課

子育て世代支援ＰＲ事
業

本市が子育てしやすいまちであることを広く
ＰＲし、人口流入を促進するとともに、子育て
世代の方が奈良に住み続けたいと感じるまちづ
くりを目指す。

地域の子育て情報について詳しく知りたいと
いう保護者の声が多いことから、より効果的で
ニーズの高い地域の情報を発信し、情報の共有
化に対応することで、特に子育て親子の居場所
づくりや仲間づくりなどの子育て環境を支え、
ホームページを通じて子育て世代間のネット
ワークを形成し、ひいては、子育て力のある地
域の振興、活性化を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

奈良市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育
ておうえんサイト「子育て＠なら」を運営するとと
もに、奈良市の子育て情報を一冊にまとめた子育て
情報ブックを作成した。また、子育て支援ＰＲ活動
として市立保育所等へ奈良市の子育て応援キャラク
ターの着ぐるみ訪問やＰＲ用品を作成し周知を行う
ことで、保護者である子育て世代等に向け、奈良市
が子育て支援に積極的に取り組んでいることをＰＲ
した。

ホームページをより多くの人に利用してもらえる
よう、アンケート調査とアクセス解析を行い、より
魅力あるコンテンツへの更新を定期的に行うととも
に、いろいろな情報を収集できるようFacebook、
LINEの情報も充実していく。また、奈良市の子育て
応援キャラクターの着ぐるみを様々なイベント等に
派遣するなど、奈良市が子育て支援事業に積極的に
取り組んでいることを全国に向かってＰＲしてい
く。

子ども政策課
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（単位：千円）

計画年度

H23～H26 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 5,000 3,000 3,100 0

決算額 254 3,237 1,999 1,955 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

銅 正宣

施策の展開方向③子どもの預かり （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,700 1,700 1,600 2,000 1,800

決算額 1,248 1,608 1,721 1,781 2,002

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課

子ども条例策定事業

子ども条例は、子どもを取り巻く環境の悪化
などの諸問題に対し、どのように対応するかの
方針を明示するとともに、子どもの権利の尊重
の観点から、暮らしやすい地域社会を構築す
る。本市の子ども観を把握し、未来を担う子ど
もの生きる力を育み、一人ひとりの子どもが安
心して豊かに暮らすことができる環境の整備
等、市の基本姿勢を示し「子どもにやさしいま
ち」を実現する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度に子ども条例検討委員会を設置し、平
成26年度末までに17回の検討委員会を開催した。ま
た、子どもの声を聴く取組として、アンケート調
査、ワークショップ、養護施設等でのインタビュー
調査を行うとともに、シンポジウムを開催した。

検討委員会において取りまとめた条例案の中間報
告に対して、市民から広く意見を求めるためパブ
リックコメントを実施し、出された意見も参考に条
例の最終案を取りまとめ、平成27年４月１日に「奈
良市子どもにやさしいまちづくり条例」を施行し、
事業を完了した。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども政策課

子育て短期支援事業

核家族化の進行、共働き世帯の増加に伴い、
一時的に家庭において児童を養育できないケー
スが増加している。こうした家庭に対する支援
が求められていることから、児童の養育が緊急
一時的に困難となった場合、児童養護施設又は
乳児院において養育・保護を行い、子育てに対
する不安感や負担感の軽減を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成25年度から利用可能な施設（児童養護施設）
を１か所追加することで、利用の選択肢を広げた。

また、子育て相談課、健康増進課及びこども家庭
相談センター等の関係機関と連携し、情報共有化を
図った結果、利用者数は増加した。
【受入れ延人数】

23年度 47人 24年度 75人 25年度 78人
26年度 113人 27年度 117人

市内において利用可能な預かり施設が存在しない
ため、遠方への児童の送迎が必要となる。より利便
性の高い制度設計を今後検討する必要がある。



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 7,385 7,386 7,389 7,434 7,434

決算額 7,499 7,385 7,388 7,434 7,429

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

施策の展開方向④子育ての仲間づくり （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

決算額 915 986 830 904 812

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

実施状況（平成23年度～平成27年度）

サークル運営補助金の交付による経済的な支援と
併せ、地域子育て支援拠点や地域の子育て支援者を
対象とした「子育て支援交流会」等の各種交流会を
実施し、関係機関及び子育て支援者等の交流・連携
の強化を図ることにより、地域で自主的に活動する
「子育てサークル」を支援していく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

ファミリー・サポー
ト・センター事業

核家族化や地域社会の活力低下に伴い、子育
て親子の孤立化や、子育てに悩む保護者が急増
しているため、地域での子育ての仲間づくりや
地域コミュニティの活性化を目的とし、育児の
「援助を受けたい人」と「援助を行いたい人」
が、依頼・援助・両方のいずれかの会員として
登録し、地域の中で子育ての相互援助活動を行
う。

会員数及び相互援助活動件数の増加と、地域
の中における子育て支援の充実を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

援助会員を増やすため、ホームページや奈良しみ
んだよりへの掲載、保育所・幼稚園や福祉センター
等へのリーフレット配布などを行った。また、登録
希望者に説明会、講習会を開催し、会員登録後には
情報交換と資質の向上のため、スキルアップ講座、
交流会、事例発表会、会報誌の発行等を行い相互援
助活動がスムーズかつ活発に行われるようサポート
を行った。
【活動件数】
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
6,681件 6,665件 6,307件 5,707件 6,183件

積極的な広報活動の結果、会員数は年々増加して
いるが、依然として依頼会員（育児の援助を受ける
人）に比べて、援助会員（育児の援助を行う人）が
少ない状況にある。このため、積極的な広報活動や
援助を行いやすい環境づくりに引き続き取り組み、
援助会員の増加を図る。

子ども育成課

子ども育成課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

子育てサークル運営助
成事業

都市化と核家族化が進み、子育て親子が孤立
化する中で、地域では子育て親子や子育て支援
者が自主的に活動する子育てサークルが数多く
結成されてきた。これを受けて、経済的に脆弱
な子育てサークル活動の継続性を担保するた
め、子育てサークルに補助金を交付する。

併せて、子育てサークル活動への親子の参加
は、育児不安やストレス解消につながり、運営
助成は、子どもの健全育成及び資質の向上に寄
与している。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

地域で自主的に活動する「子育てサークル」に補
助金を交付し、子育てサークルの活動を支援するこ
とにより、地域における子育て力の向上や地域コ
ミュニティの活性化を図った。

【補助金交付団体数】
23年度：33団体 24年度：35団体 25年度：31団体
26年度：33団体 27年度：28団体
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 70 0 0 0 0

決算額 41 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

施策の展開方向⑤子育ての相談窓口 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 4,498 4,414 4,372 4,494 7,609

決算額 4,174 4,283 2,167 4,056 6,852

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

家庭児童相談室運営及
び里親制度の啓発

家庭における人間関係の健全化及び子どもの
養育の適正化、その他家庭児童福祉の向上を図
るための相談、指導、援助を充実強化するた
め、家庭児童相談室を設置し、家庭相談員によ
る専門的な相談指導を行う。また、様々な事情
があって、家庭で養育できない子どもを社会的
に養護するための里親制度の推進に取り組む。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

家庭相談を、平成23年度は2,394件、平成24年度は
3,320件、平成25年度は3,388件、平成26年度は3,757
件、平成27年度は4,140件受けた。児童虐待や離婚問
題に関する相談も増加しているが、日常生活の中で
の不安や悩みに関する相談も増加傾向にある。様々
な相談内容に対し関係機関と連携し適切な指導助言
を行った。また、平成27年度から里親専門支援員を
配置し、里親制度の啓発と里親の子育て支援を行っ
た。

市民の身近な相談室として活用されるよう広報活
動を積極的に行うとともに、県中央こども家庭相談
センター、保健所、学校、民生児童委員等と連携を
図り、児童虐待の重症化予防と再発防止に努めると
ともに、社会的養護である里親制度の啓発と推進に
努める。

子育て相談課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子育てサークル交流会

地域における子育てサークルの運営等に関し
て、経済的な支援のみならず、情報交換等がで
きるネットワークをつくるとともに、子育て中
の保護者が自主的に運営する子育てサークルを
支援する。当該交流会を通して、親育ち・子育
ち・子育てを推進する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度には、「子育てサークル交流会」を年
間６回開催し、サークル関係者や子育て親子との交
流・連携の強化を図った。平成24～27年度には、市
内のサークルを含めた地域の子育て支援団体を対象
にした交流会を年間６～７回開催し、地域に根ざし
たサークル支援を行うとともに、地域の子育て支援
団体との交流を図った。

サークル運営補助金の交付による経済的な支援と
併せ、地域子育て支援拠点や地域の子育て支援者を
対象とした「子育て支援交流会」等の各種交流会を
実施し、関係機関及び子育て支援者等の交流・連携
の強化を図ることにより、地域で自主的に活動する
「子育てサークル」を支援していく。

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 348 348 388 1,200 1,224

決算額 297 510 575 1,125 1,224

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 4,663 5,592 5,272 4,966 8,734

決算額 4,217 5,373 4,894 4,924 12,492

繰越額 0 0 0 16,000 0

課長名

野儀 あけみ

子ども育成課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

被虐待児童対策地域協
議会

児童虐待の予防・早期発見・再発防止のた
め、児童相談所、医療機関、民生児童委員協議
会連合会、弁護士、警察等の関係機関が連携し
て、虐待から子どもを守るために、奈良市被虐
待児童対策地域協議会を設置し、児童虐待防止
対策に取り組む。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

虐待通告件数が平成23年度338件、平成24年度425
件、平成25年度454件、平成26年度549件、平成27年
度627件であった。通告件数の増加に伴い、個別ケー
ス検討会議も平成23年度147回、平成24年度164回、
平成25年度183回、平成26年度208回、平成27年度251
回の開催となった。また、平成24年度から支援者を
対象に虐待対応研修等を実施するなど支援者のスキ
ル向上を図るとともに、児童虐待防止街頭キャン
ペーンを実施するなど啓発活動に努めた。

児童虐待の早期発見・早期対応・再発防止のた
め、啓発活動を積極的に行う。特に、子育て世代が
様々な制度や相談窓口を積極的に活用できるよう、
関係機関と連携し推進するとともに、支援者を対象
に計画的に虐待対応研修を行っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子育て相談課

子育て支援アドバイ
ザー制度

都市化と核家族化の進行に伴い、身近に子育
ての悩みを相談できる相手がいないため、子育
てについての孤立感や不安感を抱く保護者が増
加し、かつての地域共同体が持っていた子育て
支援機能が弱体化している。そのため、地域の
子育て経験豊かな市民を養成研修終了後、子育
て支援アドバイザーとして登録し、乳幼児とそ
の保護者が集まる場所に出向き、子育てについ
ての情報提供や育児相談など、少しでも育児の
負担感を軽減する役割を担う。また、絵本の読
み聞かせ、手遊び、親子体操等の遊びを伝える
ことによって子育て支援を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度からアドバイザーの活動内容を３区分
に分類し、依頼元のニーズに沿った派遣を行った結
果、派遣回数が大幅に増加した。また、平成26年７
月からは、事務の効率化及び事業内容の充実を図る
ため、子育て支援の経験豊富なスタッフが在籍する
地域子育て支援拠点事業の実施団体に事業を委託し
ている。

25年度/登録人数:136人 派遣回数:553回
26年度/登録人数:129人 派遣回数:533回
27年度/登録人数:127人 派遣回数:630回

今後も引き続き、事業を地域子育て支援拠点事業
の実施団体に委託し、事務の効率化及び事業内容の
充実を図る。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

-81-
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 5,600 6,800 7,400 7,000 5,120

決算額 5,558 5,881 5,872 5,265 5,275

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

（単位：千円）

計画年度

H26～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

栗山 稔

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）

乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん
訪問）

児童福祉法第６条の３第４項に基づき、生後
４か月未満の乳児を育てる全ての家庭（ただ
し、健康増進課が行う新生児・未熟児訪問、妊
婦・産婦訪問対象者を除く）を市が委託する助
産師・保健師・看護師等が訪問（原則一回）す
る。訪問員が家庭に出向き直接保護者と乳児に
会い、体重測定等を行い乳児の成長を確認する
とともに保護者（主に母親）の悩みを傾聴し、
子育てに関する情報提供を行う。また、必要に
応じて支援機関につなぐことで、子育ての孤立
化を防ぎ子育て不安の軽減を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度は対象者2,142人に対し1,998人
（93.3％）、24年度は対象者1,981人に対し1,951人
（98.5％）、25年度は対象者1,719人に対し1,706人
（99.2％）、26年度は対象者1,660人に対し1,651人
（99.5％）、27年４月～28年１月生まれ1,486人に対
し1,483人（99.8％）訪問（来所等による面接も含
む。）を行った。連絡がつかない家庭は約束なしに
訪問を繰り返し行い、家庭訪問等ができない家庭に
ついては、他機関による現認を行い、全数把握に努
めた。

全戸訪問の実現に向け事業周知を継続し、訪問で
きない家庭については、来所等による面接を積極的
に勧奨し、全ての乳児と保護者に会うことを目指
す。

子育て相談課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

就学前子どもの教育・
保育施設利用者支援事
業

就学前の子どもに係る保育所、認定こども
園、幼稚園、家庭的保育及び一時預かり等の
様々な子育てに関する施設や事業の内容を集約
し、保護者からの相談、希望及び家庭状況に応
じて利用できる施設や事業をわかりやすく紹介
することで、保護者にとって最も適切な施設や
事業を円滑に利用できるように支援する。

保育所・幼稚園
課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

保育所、幼稚園、認定こども園等施設の運営状況
や園児の利用状況などの情報を提供し、保護者が教
育・保育施設等を適切かつ円滑に利用できるように
支援を行った。

また、保護者の多様な保育ニーズを把握し、平成
27年度施行の子ども・子育て支援新制度について案
内を行った。

保育所、幼稚園、認定こども園等の利用に関する
情報やその他関連する子育て情報をより充実させ、
保護者へ提供することで、適切な施設利用ができる
ように支援を行う。

さらに、子ども・子育て支援新制度の制度内容に
ついて、周知を継続して行う。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針



施策3-02-02 ひとり親家庭の支援

施策の展開方向①ひとり親家庭の経済的支援 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 179,017 189,578 193,212 188,181 188,075

決算額 180,143 186,509 178,346 183,685 187,256

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,495,200 1,542,000 1,545,000 1,512,000 1,480,000

決算額 1,513,108 1,520,896 1,499,611 1,453,655 1,437,148

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課

ひとり親家庭等医療費
助成

ひとり親家庭の疾病の早期発見と治療を促進
し、経済的な負担を軽減することを目的とし
て、健康保険に加入しているひとり親家庭等の
18歳未満の児童とその父又は母等を対象に医療
費の一部を助成する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年８月から助成対象を父子家庭にも拡大
し、健康保険に加入しているひとり親家庭の父又は
母と18歳未満の児童を対象に医療費の一部を助成し
た。ひとり親家庭等の経済的な負担の軽減の一助に
なったと考える。

今後も引き続き、制度の周知・啓発に努める。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

児童扶養手当支給事業

父又は母と生計を同じくしていない児童や父
又は母が重度の障害の状態にある児童が養育さ
れている家庭の生活の安定と自立を助け、児童
の健全育成を目的とし、児童の父又は母に代
わってその児童を養育している人に手当を支給
する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

支給対象者に児童扶養手当を支給するとともに、
認定に際し疑義がある場合や不正受給の情報提供の
あったケースについて状況確認を行い、適正な支給
に努めた。

児童扶養手当を支給することにより、支給対象者
における家庭の生活の安定と自立の一助になったと
考える。

国の方針により支給していく。
支給対象者の児童扶養手当制度への理解を高め、

不正受給の防止等、適正な支給に努める。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針
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施策の展開方向②貸付制度 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 74,003 85,000 41,000 31,000 35,000

決算額 68,093 75,895 32,340 26,061 23,326

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

施策の展開方向③就業及び自立支援 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 20,077 24,077 24,067 30,097 27,095

決算額 22,250 22,899 23,999 23,991 24,054

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

母子及び父子並びに寡
婦福祉資金貸付事業

母子家庭、父子家庭、寡婦の人に、生活の安
定と経済的自立の助長、扶養している児童の福
祉の増進のための資金の貸付を行う。
①修学資金、②就学支度資金、③修業資金、④
就職支度資金、⑤技能習得資金、⑥医療介護資
金、⑦生活資金、⑧住宅資金、⑨転宅資金、⑩
結婚資金、⑪事業開始資金、⑫事業継続資金に
ついて、無利子又は低金利での貸付を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度45件、平成24年度51件、平成25年度56
件、平成26年度59件、平成27年度44件の貸付を行っ
た。貸付を行う際には、申請時に母子・父子自立支
援員による面談を行い、制度の説明をするととも
に、自立に向けての支援を行った。

また、平成23年度から平成25年度については、特
別会計の余剰金を国の基準に基づいて償還した。

母子・父子自立支援員による事前相談や申請時
に、制度を十分に説明し貸付をしていく。併せて、
自立に向けての支援、就労の支援も行っていく。

また、あらゆる機会を通じ、貸付制度についての
周知を行っていく。

子育て相談課

子育て相談課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

母子生活支援施設措置
事業

児童福祉法第23条に基づき、配偶者のいない
女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその
監護する児童を母子生活支援施設に入所させ、
自立した生活ができるよう援助を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

生活困窮な母子家庭が精神的・経済的自立等がで
きるよう住居と安全を保障し自立の促進を支援す
る。

平成23年度継続入所９世帯24人・新規入所１世帯
２人、平成24年度継続入所９世帯24人・新規入所１
世帯５人、平成25年度継続入所７世帯22人・新規入
所２世帯６人、平成26年度継続入所７世帯21人・新
規入所２世帯７人、平成27年度継続入所６世帯18
人・新規入所２世帯５人を措置した。

入所者の生活の安定と経済的・精神的自立に向け
た支援を行うために、今後も相談者の相談内容に応
じて適切な措置を提案し、身元保証人確保対策事業
による自立支援も併せて行っていく。

課題及び今後の方針



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 450 420 400 480 420

決算額 86 200 224 55 104

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 154,222 85,662 61,827 53,002 40,169

決算額 61,403 62,130 49,173 36,373 20,524

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

母子家庭等自立支援教
育訓練給付金事業

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能
力開発の取組を支援するもので、児童扶養手当
の支給を受けているか又は同様の所得水準にあ
り、雇用保険法による教育訓練給付金の受給資
格を有していない人が、市の指定する医療事務
や介護職員初任者研修など就職するために有利
な教育訓練講座を受講し、修了した場合に、入
学料及び受講料の20％（10万円を上限）を支給
する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度講座受講者７人から申請、年度中の修
了者３人に支給、平成24年度講座受講者14人から申
請、年度中の修了者９人に支給、平成25年度講座受
講者５人から申請、年度中の修了者10人に支給、平
成26年度講座受講者５人から申請、年度中の修了者
３人に支給、平成27年度講座受講者６人から申請、
年度中の修了者７人に支給した。

主体的な能力開発の取組を支援し、修了者の就労
を支援することで、自立を促進していく。

また、あらゆる機会を通じ、制度の周知を行い利
用の促進を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子育て相談課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

母子家庭等高等職業訓
練促進給付金等事業

母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能
力開発の取組を支援し就業を効果的に促進する
事業であり、児童扶養手当の支給を受けている
か又は同様の所得水準の人が対象となる。

看護師、介護福祉士、保育士等の資格を得る
ために、養成機関等で２年以上修業する場合
に、修業期間（平成24年度入学者は３年、平成
25年度から２年上限）に「高等職業訓練促進給
付金」を支給することで生活費の負担軽減を図
る。

また、入学前の相談があった場合、「高等職
業訓練修了支援給付金」を支給する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度42人に支給し修了者は８人、平成24年
度45人に支給し修了者は16人、平成25年度40人に支
給し修了者は15人、平成26年度35人に支給し修了者
は13人、平成27年度22人に支給し修了者は13人で
あった。修了者は、取得した資格を生かした正規の
就労に結びついており、就労支援として必要な事業
となっている。

就業に有利な資格取得を支援することで、正規の
就労に結び付け自立を促進していく。

また、養成機関と連携を図る他、あらゆる機会を
通じ周知を行い、利用の促進を図っていく。

子育て相談課

課題及び今後の方針
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施策の展開方向④生活及び子育て支援 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 500 500 450 450 450

決算額 75 138 158 127 233

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

（単位：千円）

計画年度

H25～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 1,000 1,000 850

決算額 0 0 1,000 1,000 850

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

母子家庭等日常生活支
援事業

母子家庭、父子家庭及び寡婦の人が、技能習
得のための通学、就職活動等、自立促進に必要
な事由又は疾病、出産、看護、事故、災害、冠
婚葬祭、出張、公的行事への参加等により、一
時的に生活援助若しくは保育サービスが必要な
場合又は日常生活を営むのに支障を来している
場合、家庭生活支援員を派遣して、食事や身の
回りの世話や保育を行う。

離婚等の理由により急増しているひとり親家
庭が安心して子育てと仕事等の社会生活の両立
をできるようにする。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度３人（３回）、平成24年度４人（11
回）の利用であった。平成25年度から利用者の利便
性を高めるため登録制に変更し、15人の登録で３人
（８回）の利用、平成26年度16人の登録で４人（７
回）の利用、平成27年度32人の登録で５人（28回）
の利用があった。ひとり親家庭の母の仕事や技能習
得、疾病のために利用があり、子どもの保育や食事
の世話等の支援を行った。

母子家庭等が、安心して仕事と社会生活の両立が
できるよう支援を行うとともに、あらゆる機会を通
じ事業の周知を行い利用の促進を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子育て相談課

ひとり親家庭生活支援
事業

平成24年度に策定した「奈良市母子家庭・父
子家庭等自立促進計画」に、今後の必要な事業
として生活支援講習会等事業及びひとり親家庭
情報交換事業を位置付けた。両事業ともに、ひ
とり親家庭の共助の精神を養い、早期の自立の
ための意欲の形成と家庭生活の安定を図ること
を目的に実施する。

生活支援講習会等事業は、児童のしつけや養
育費の取得手続、健康づくり等に関する講習会
を実施する。ひとり親家庭情報交換事業は、ひ
とり親家庭の親同士がお互いの悩みを打ち明け
たり相談し合う場を設け、ひとり親家庭の交流
や情報交換を行う。

子育て相談課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

生活支援講習会等事業は、平成25年度８回開催し
41人参加、平成26年度８回開催し84人参加、平成27
年度８回開催し100人（大人78人子ども22人）の参加
があった。情報交換会事業は、平成25年度７回開催
し54人参加、平成26年度10回開催し122人、平成27年
度４回開催し60人（大人31人子ども29人）参加が
あった。

生活支援等に関する講習会や、お互いに悩みを相
談し合える情報交換の場を提供することで、ひとり
親家庭の健康的な生活と精神的な安定及び自立意欲
の向上を図っていく。また、関係機関と協力し企画
の充実と事業の周知を図り利用の促進を図ってい
く。

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針



施策の展開方向⑤ひとり親家庭の相談窓口 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 6,204 6,678 5,020 4,971 5,123

決算額 5,879 5,701 4,869 4,864 5,039

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

施策3-02-03 子育てと仕事の両立支援

施策の展開方向①保育環境の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 39,200 7,800 16,148 15,636 19,657

決算額 0 8,302 16,108 18,073 20,123

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

栗山 稔

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子育て相談課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

病児保育事業

共働き家庭やひとり親家庭が増加する中で安
心して子育てと仕事の両立ができるような保育
環境の充実が求められている。

そこで、子育てする保護者が、子どもが一時
的な病気の際にも安心して仕事ができるような
環境を整備する。

病気の回復期に至っていないことから集団保
育が困難で、かつ保護者の勤務等の都合により
家庭で保育を行うことが困難な10歳未満の児童
を対象に、保育士及び看護師が、専用の病児保
育施設で一時的に保育を行い、預ける保護者の
安心感と子どもの急な病変に対応すべく、医療
機関併設型の病児保育施設を設置し、運営に対
し補助を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度に東部地域の市立奈良病院内に開設し
た「病児保育いちご保育園」に加えて、平成25年度
に西部地域にある民間診療所内に新しく「病児保育
きらきら保育園」を開設した。奈良市の東部と西部
地域に１施設ずつとなり、多様化する保育ニーズに
応えるための体制が整ったと考える。また、「きら
きら保育園」では通常保育時間の前後１時間の延長
保育を実施し、保護者にとってより利用しやすい環
境を整えた。

開設当初は、施設利用をする際、事前予約を原則
としていたが、利用者の声を受け、当日申込みで利
用ができるよう施設に働きかけを行った結果、施設
に空きがあれば、当日申込みでの利用が可能となっ
た。

今後も、保育時間の延長等、保護者が利用しやす
い運営になるよう、実施施設に対し働きかけを行っ
ていく。

保育所・幼稚園
課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

母子・父子自立支援員
相談事業

母子及び父子並びに寡婦福祉法第８条に規定
されている母子・父子自立支援員を配置し、ひ
とり親家庭の母や父の生活、家庭、就労や母子
及び父子並びに寡婦福祉資金の利用等の相談に
加えて、これから離婚を考えている方からの離
婚手続や養育費のことなどの相談に応じる。

本庁での相談だけでなく、週１回西部会館で
もひとり親家庭等相談を実施している。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度延べ1,238件、平成24年度延べ1,418
件、平成25年度延べ1,471件、平成26年度延べ1,787
件、平成27年度延べ1,858件の相談があった。また、
相談も多岐にわたり、各種制度の利用の促しや、関
係機関につなぐことで自立に向けての相談に応じる
ことができた。

就業支援の一つであるスマイルセンターでの自立
支援プログラム策定者は、平成23年度21人、平成24
年度35人、平成25年度50人、平成26年度60人、平成
27年度63人であった。

様々な社会的要因などにより、ひとり親家庭が増
加傾向にあり、今後の相談も多岐にわたると考えら
れる。より多くのひとり親家庭等に、支援制度の情
報などを提供するとともに、自立支援プログラム策
定など、関係機関との連携を行い、自立への支援を
行っていく。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 445,420 463,601 505,718 615,650 561,050

決算額 384,245 398,353 484,768 537,446 386,383

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

栗山 稔

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 875,076 897,997 930,910 923,127 891,650

決算額 849,550 871,210 900,001 862,106 797,616

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

大前 睦美
栗山 稔

保育所・幼稚園
課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

公立保育所の充実

女性の就労率の向上や少子化の進行等急激な
社会の変化により保育ニーズが多様化している
中、公立保育所においても保育環境及び保育
サービスの充実を図ることにより、子育てと仕
事の両立支援を目指す。
・乳幼児の健全育成のため、保育環境及び保育
内容の充実を図る。
・保育サービスの充実を図るため保育士等の資
質向上を目的とした研修を行う。
・地域の子育て支援として情報提供や子育て相
談の充実を図る。
・公立保育所の保育時間を午前７時から午後７
時までとすることにより、保護者の就労の円滑
化を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

引き続き保育サービスの充実を図るため保育士等
の質の向上に向けての研修を平成23年度から平成27
年度で計19回行った。また、多様化する保育ニーズ
に対応し、保育サービス向上のため延長保育の試行
園を平成23年度５園から平成25年度６園に増やし、
平成27年度には子ども・子育て支援新制度実施に合
わせて本格実施した。

老朽化の進む設備・施設の計画的な更新・改修を
行うとともに、人材確保を随時行い保育環境の整備
を引き続き行う。また、平成27年度の「子ども・子
育て支援新制度」の実施に伴い、延長保育の充実を
行うなど、保育サービスの向上を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

こども園推進課
保育所・幼稚園
課

保育内容の充実（民間
保育所等運営補助金）

近年の急激な社会の変化の中、多様化する保
育ニーズに応えるため、延長保育事業、一時預
かり事業、障がい児保育事業、病後児保育事
業、その他保育サービスの内容の充実を図るこ
とにより、子育てと仕事の両立支援を行うため
に、民間保育所等に対して補助を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

就労している保護者のニーズに応えるため、平成
23年度から27年度までの間に開所した新設園６園全
てにおいて延長保育を実施し、市全体での延長保育
実施園は平成27年度に32園となった。

また、平成25年度から佐保山保育園内に市内２園
目となる病後児保育施設を開設した。

平成27年度は一時預かりを実施している12園に対
し、保育所に通所していない子どもを持つ保護者に
とっても子育てしやすい環境を提供するため補助を
実施した。

多様化する保育ニーズや障がい児の保育の必要性
に対応するため、新設園を含め既存の園においても
保育サービスの充実を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 1,171,061 127,447 299,151 0

決算額 0 1,170,656 253,182 127,447 298,539

繰越額 304,487 253,220 127,447 298,539 0

課長名

銅 正宣
栗山 稔

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 4,600 0 4,400 2,800

決算額 1,616 3,589 16,650 15,190 2,081

繰越額 0 21,300 16,800 0 0

課長名

大前 睦美

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

保育所の整備・拡充の
支援策の検討

現在の社会情勢や女性の就労率の向上によ
り、保育所の需要が高まっている一方で待機児
童を抱えているという状況から、民間活力によ
る保育所整備を図ることにより、待機児童を解
消し子育てと仕事の両立支援を目指す。

待機児童解消のため、利便性の高い市内主要
駅前等での保育所の新設や、既存保育所の増設
による保育環境の整備に対する支援策の検討を
行う。

少子化の進む中において、若い世代の定住化
を促し、また女性の社会進出に貢献する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成27年度は、奈良ルーテル保育園の建替(10名増
員)及び奈良ＹＭＣＡあきしの保育園の新設(90名定
員)に対し補助を行い、定員総数は6,339名となっ
た。
平成26年度：建替(30名増員)１件 定員総数6,378名
平成25年度：新設(90名定員)２件 定員総数6,193名
平成24年度：建替(20名増員)１件、増築(55名、30名
増員)２件、新設(90名定員)１件 定員総数5,983名

今後の整備については、奈良市の幼保再編に関す
る計画と子ども・子育て支援事業計画の進捗状況を
見据えながら検討し、待機児童の解消に向けた環境
整備に努めていく。

子ども政策課
保育所・幼稚園
課

保育所耐震改修事業

公立保育所園舎等で昭和56年以前の旧耐震基
準の建物に対して耐震二次診断を実施し、その
結果「耐震性に問題有り」と診断されたものに
ついて、耐震補強を実施する。園舎は、園児が
１日の大半を過ごす活動の場所であるため、そ
の安全性の確保に努める。

公立保育所９園が旧耐震基準で建設されてお
り、このうち６園は「奈良市有特定建築物耐震
化事業計画」の対象である。

こども園推進課

耐震補強の必要性を判断し、必要なものに補強工
事を実施した。実績としては、平成23年度に１園の
耐震診断を実施、平成24年度に１園の耐震診断と１
園の補強設計を実施、平成25年度に２園の耐震診
断、１園の補強設計、１園の補強工事を実施、平成
26年度に１園の耐震診断と１園の補強工事を実施、
平成27年度に１園の耐震診断を実施した。

全園について耐震診断を実施し、一次診断で耐震
性有りと判断された中の不整形な園舎についても二
次診断を実施し、耐震性に問題のないことが確認で
きた。今後は、幼保再編計画の進捗に合わせ、園舎
の保育環境等の保全維持に努めていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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施策の展開方向②児童の健全育成と子育ての支援 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 109,000 104,200 111,600 500 43,000

決算額 96,965 89,138 45,892 60,063 41,605

繰越額 0 0 63,964 0 0

課長名

鈴木 千恵美

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 11,250 11,507 16,916 9,163 22,152

決算額 11,249 18,978 16,029 13,461 21,252

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

鈴木 千恵美

バンビーホーム保育の
充実

子どもを取り巻く環境は、保護者の就労形態
の多様化や家庭環境の変化により、刻一刻と変
化している。また、障がいや虐待等、子ども自
身が抱える問題も多様化しているため、保育の
更なる充実が求められている。

こういった様々なニーズに対応するべく、指
導員の資質向上のための研修を充実させるとと
もに、特別な支援が必要な児童に対する専門ス
タッフ等の支援体制や、学校や関連機関との連
携強化を図る。

また、利用が多数見込まれるバンビーホーム
から、18時から19時までの延長保育の拡充を順
次図っていく。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度の夏期休業から開所時間を８時30分か
ら８時にし、４ホームで行っていた19時までの試行
延長保育を平成25年度からは６ホームで実施した。
さらに平成27年１月から全ホームで19時までの試行
延長保育と土曜日の開所時間の延長を実施した。平
成27年度からは19時までの延長保育を市内全ホーム
で完全実施した。

また、研修会の充実、各ホームの巡回指導、主任
指導員制度の導入など保育の質の向上に努めた。

研修会の更なる充実を図り保育の質を向上させる
とともに、主任指導員制度や巡回指導により、管理
体制を強化していく。また、放課後児童支援員に係
る都道府県認定資格研修を計画的に受講させる。

さらに、学校・関係機関・放課後子ども教室など
との連携の強化や、特別な支援が必要な児童に対す
る支援の推進を図り、多様な保護者ニーズを把握し
ながら事業内容を充実していく。

地域教育課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

バンビーホーム施設の
充実

現在、本市においては46か所のバンビーホー
ムを開設しているが、狭あい化したバンビー
ホームを、放課後児童クラブガイドラインに基
づいた適切な施設へ計画的に整備する。

また、老朽化した施設や故障が予想される設
備については計画的に建替え、修理・修繕を行
う。

地域教育課

平成23年度は富雄北・富雄南バンビーホームを新
築、平成24年度は済美南・平城西バンビーホームを
新築した。平成25年度・26年度の２か年で大安寺バ
ンビーホームを改築、平成27年度に伏見南バンビー
ホームを新築し、狭あい化の解消を図った。改修が
必要なバンビーホーム数は平成23年度には23であっ
たが、平成27年度末時点では17になった。

老朽化や狭あい度、今後の児童数の推移など総合
的に判断し、改修を必要とするバンビーホームの施
設整備を計画的に行っていく。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 63,646 60,381 58,811 58,835 55,663

決算額 60,643 58,212 54,655 55,085 52,650

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

小澤 美砂

基本施策3-03 障がい者・児福祉

施策3-03-01 障がい者・児福祉の充実

施策の展開方向①障がい者福祉サービスの充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,238,000 3,828,000 4,349,000 4,310,000 4,613,000

決算額 3,487,347 4,028,152 4,283,317 4,321,287 4,530,296

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子ども育成課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

介護給付費等支給事業

介護給付費等支給事業は、障がいに起因する
日常生活上必要な支援を継続的に実施し、障が
い者が自立した生活を送ることを目的とする。

サービス内容については、①ヘルパーを派遣
して支援を行う訪問系サービス（居宅介護、重
度訪問介護、行動援護等）、②事業所への通所
者に支援を行う日中活動系サービス（生活介
護、療養介護等）、③住まいの場を提供して支
援を行う居住系サービス（施設入所支援）の３
種類があり、障がい者の状況に応じた支援を実
施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

日常生活上の様々な支援を必要とする障がい者
に、その状況に対応した障害福祉サービスが利用で
きるように、介護給付費等の支給決定を行い、障が
い者が地域で自立した生活をするためのサービスの
提供ができた。目標達成度評価指標の生活介護支給
決定率は、平成25年度から27年度まで100％、生活介
護の３月時点月間実利用者数は、平成25年度962人、
26年度996人、27年度1,046人であり、障害福祉サー
ビス提供支援の充実が図れた。

国庫負担金の対象事業として、障がい施策の中で
も重要視されており、今後も障がい者の状態や置か
れている状況に応じて、継続的に介護給付費等によ
る支援を実施する。

また、目標達成度評価指標の障害福祉サービス
（介護給付費関係）月間利用者数（３月末時点）の
達成に向けて、今後も障害福祉サービス提供支援の
充実を図っていく。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

障がい福祉課

児童館運営事業

子どもと長期的・継続的に関わり、遊びを通
して子どもの発達を図る。また、地域の中での
子どもの居場所、遊びの拠点となることを目指
し、安定した日常生活を支援するとともに、子
育て家庭に対する相談・援助を行い、地域にお
ける子育てを支援する。また、子育て支援の拠
点として、乳幼児とその保護者に対して遊びや
交流の場、様々な情報の提供を行い、安心して
子育て・子育ちができる環境を整備し、子育て
支援機能の充実を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成26年度から、公立児童館(４館）において、午
前中の時間帯を活用して、就学前の児童と保護者の
交流、子育てについての相談、情報提供や講座等を
行う地域子育て支援拠点を開設した。
【利用者数(人)】

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
古市 8,005 9,681 9,240 9,952 10,091
横井 8,790 10,159 9,032 7,594 7,615
東之阪 15,381 17,057 12,237 11,967 11,168
大宮 9,498 9,442 8,062 8,115 7,551

今後も引き続き、地域の子育て支援拠点として、
子育て親子を対象とした子育て親子の交流、子育て
についての相談、情報提供、その他の援助を行う子
育て広場を実施し、地域における子育て支援の充実
を目指す。さらに、児童館の事業等を広く広報する
ことにより、館の利活用の促進を図る。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 368,565 372,433 408,384 421,942 435,217

決算額 368,750 384,334 407,816 396,354 417,068

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 27,176 65,791 24,579 0 0

決算額 51,466 65,672 24,339 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）

障害者福祉施設整備費
補助事業

社会福祉法人等が障害福祉サービス事業所を
整備する際に要する費用の一部を負担すること
で、事業所が提供するサービスの充実強化など
の推進につながり、障がい者の地域福祉の向上
に寄与することを目的とする。

社会福祉施設等施設整備費国庫補助事業等を
活用して、障害福祉サービス事業所の建設や改
修を実施し、事業所利用者の需要増加やサービ
ス向上、安全の確保などに対応する。

また、バリアフリー化や消防用設備工事等を
実施することで、グループホームが障がい者に
とって安心して暮らせる場とする。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度スプリンクラー設置工事を２か所、平
成24年度共同生活介護事業所（ケアホーム）の改修
１か所、平成23、24年度の２年間で障害福祉サービ
ス通所事業所の創設１か所、平成25年度共同生活介
護事業所の創設１か所、共同生活介護事業所の大規
模修繕１か所を実施した。サービス事業所を整備す
ることで、障がい者の需要増加やサービス向上、安
全の確保、安心して暮らせる場の提供に寄与するこ
とができた。

国の方針に沿って、障がい者の地域生活支援を更
に推進するため重要施策として、グループホームの
整備を進める。

また平成30年４月１日から、スプリンクラー設備
の設置が既存施設にも義務付けられるため、利用者
の安全確保の徹底を図る観点から設置義務の免除要
件を踏まえた上で、早期の設置促進を図る。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

地域生活支援事業（相
談支援、日常生活用具
給付、移動支援、地域
活動支援センター、成
年後見制度利用支援事
業）

障がい者が自立した日常生活又は社会生活を
営むことができるよう地域の特性や利用者の状
況に応じた事業を効果的・効率的に実施し、福
祉の増進を図るとともに、障がいの有無にかか
わらず人格と個性を尊重し安心して暮らすこと
のできる地域社会の実現に寄与することを目的
とする。

障がい者等からの相談に応じるとともに、必
要な情報の提供等を行う事業、日常生活用具の
給付、障がい者の移動を支援する事業、障がい
者に創作的活動等の機会の提供を行う事業及び
成年後見制度の利用を支援する事業を実施して
いる。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

相談支援（平成26年度29,250件、27年度34,465
件)、日常生活用具給付（平成26年度7,370件、27年
度7,717件）、移動支援（実利用者平成26年度1,007
人、27年度1,079件）、地域活動支援センター（市内
２か所）、成年後見制度利用支援（新規申立平成26
年度３件、27年度４件）の事業を実施し障がい者が
安心して暮らせる地域社会の実現に向けて取組を進
め、目標指標の移動支援支給決定率は、平成26、27
年度ともに100％で地域の生活支援充実が図れた。

この事業は、障がい者が自立した日常生活や社会
生活を営み、人格と個性を尊重し安心して暮らすた
めに必要不可欠であるため継続実施する。

また、対象者増加と多種多様化しているニーズに
対応していくことが必要であり、今後も地域での生
活支援の充実を図っていく。

障がい福祉課

障がい福祉課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 494,044 539,127 539,200 531,300 514,605

決算額 512,884 520,792 519,137 510,565 517,080

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

岩佐 喜英

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 300,163 300,156 300,150 303,150 302,135

決算額 297,366 298,658 301,659 299,126 305,018

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

岩佐 喜英

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

福祉医療課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

重度心身障害者老人等
医療費助成

障がい者福祉の充実を目的として、後期高齢
者医療制度加入者で身体障害者手帳１・２級所
持者及び療育手帳所持者等の重度の心身障がい
者に対し、自動償還払い（一部、通常償還）で
医療費を助成し、対象者の健康の保持と福祉の
増進を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

後期高齢者医療制度に加入している重度の心身障
がい者が健康で安心した日常生活を過ごせるよう、
保険診療の自己負担額を助成した。受給者数3,225人
（平成28年４月１日現在）。

実績 医療費助成件数
延 84,992件 297,206,318円（平成23年度）
延 86,920件 298,541,028円（平成24年度）
延 90,537件 301,563,743円（平成25年度）
延 92,317件 299,031,966円（平成26年度）
延 97,447件 305,017,843円（平成27年度）

今後も、福祉の充実を目的として、重度の障がい
者に対し、健康で安心した日常生活を過ごせるよ
う、現医療費助成制度を実施する。

福祉医療課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

心身障害者医療費助成

障がい者福祉の充実を目的として、身体障害
者手帳１・２級所持者及び療育手帳所持者の重
度の心身障がい者に対し、自動償還払い（一
部、通常償還）で医療費を助成し、対象者の健
康の保持と福祉の増進を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

重度の心身障がい者に対し保険診療の自己負担額
を助成し、対象者全員が健康で安心した日常生活を
過ごせるよう、助成事業を行った。

受給者数 4,450人（平成28年４月１日現在）
実績 医療費助成件数
延 82,350件 509,080,037円（平成23年度）
延 86,640件 516,882,842円（平成24年度）
延 88,016件 515,124,034円（平成25年度）
延 89,855件 506,424,019円（平成26年度）
延 93,985件 517,080,210円（平成27年度）

今後も、福祉の充実を目的として、重度の障がい
者に対し、健康で安心した日常生活を過ごせるよ
う、現医療費助成制度を実施する。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,600 25,500 23,260 29,800 23,700

決算額 43,205 21,937 22,457 21,558 19,816

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野儀 あけみ

（単位：千円）

計画年度

H24～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 389,700 496,000 668,000 798,000

決算額 0 356,843 543,147 713,120 786,100

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

子育て相談課

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

障がい福祉課

子ども発達支援事業

心理的な発達の障害並びに行動及び情緒の障
害のある就学前の幼児又は発達支援の必要があ
ると認められる就学前の幼児とその保護者に対
して、新たに相談・療育の場を設け、関係機関
と協働しながら一貫して支援する体制を整え、
当該幼児の心理的な発達を支援する。

相談の場では、特別支援教育士、心理判定
員、保健師、保育士、が療育相談（電話、来
所、園巡回等）に応じる。また必要に応じ専門
相談（作業療法士、言語聴覚士）を行う。

療育の場では、指定管理者による障害児通所
支援（児童発達支援）を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年３月に子ども発達センターを開所し、電
話相談は平成24～25年度419件、平成26年度219件、
平成27年度281件。来所相談は平成24～25年度386
件、平成26年度224件、平成27年度278件。出張相談
は平成26年度31件、平成27年度18件。園巡回相談は
平成24～25年度198件、平成26年度181件、平成27年
度198件。園巡回指導は平成24～25年度34回、平成26
年度10回、平成27年度１回。専門相談は平成24～25
年度258件、平成26年度151件、平成27年度250件と
なった。

６歳未満の子どもの数は年々減少しているが、発
達に支援が必要な子どもは年々増加傾向にある。保
護者や支援者が発達障がいについての正しい知識の
習得と子どもへの理解、子どもの発達段階に応じた
子どもの発達支援ができるよう、相談の充実を図
る。また、療育の場としては関係部署と連携しなが
ら、支援の充実を図る。

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

障害児支援（相談支援
事業、通所支援事業）

相談支援事業は、通所支援を利用する障がい
児の自立した生活を支え、抱える課題の解決や
適切なサービス利用を目的に、障害児支援利用
援助及び継続障害児支援利用援助を行う。

通所支援事業は、身近な地域で質の高い支援
を必要とする児童が療育を受けられることを目
的に、児童発達支援、医療型児童発達支援、放
課後等デイサービス、保育所等訪問支援を実施
する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度から開始された事業である。相談支援
事業、通所支援事業の利用者は毎年増加傾向にあ
る。障がい児支援の在り方や療育の必要性につい
て、今後の方向性を決め、平成27年３月に支給基準
等を定めた。平成27年度から支給基準に基づいて支
給決定を開始した。相談支援事業は障がい児が自立
していくための課題や解決方法を共に考えていく相
談支援専門員が中心となるが、サービスを利用する
全障がい児が利用していくことを目指しており、着
実に増加している。

通所支援事業では、療育を偏重するあまり低年齢
の時期からこの事業を生活の中心にしている家庭も
あり、障がい児が保護者等と関わる時間を持ちなが
ら適切な障害児通所支援事業の利用を調整していく
ことが今後の課題であり、保護者や事業所にも理解
を求めながら事業を進めていく必要がある。

相談支援事業においては、家族支援も含めた相
談・援助が必要であり、事業者による障がい児家庭
の理解や相談技術の向上、サービス調整等を行い事
業所等と連携して事業を進めていく必要がある。



（単位：千円）

計画年度

H27～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 28,000

決算額 0 0 0 0 11,805

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

施策の展開方向②障がい者の社会参加と自立支援 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 3,340 1,420 1,335 1,335 1,333

決算額 1,085 1,287 1,282 1,279 1,332

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

精神障害者医療費助成
事業

精神障害者保健福祉手帳１級所持者に対し医
療費の一部を助成し、適切な医療を受ける機会
を増やすことで、健康の保持及び福祉の増進を
図ることを目的とする。

現行の心身障害者医療費助成制度の対象と
なっていない精神障がい者について医療費の一
部を助成する。

障がい福祉課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価 課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

視覚障がい者向け広報
等発行事業

視覚障がい者に、必要な行政の情報を提供す
ることにより、情報のバリアフリー化を進め、
安心・安全な日常生活や社会参加を促進するこ
とを目的とする。

市がボランティア団体に点字用紙や録音テー
プ、機材を提供し、ボランティア団体がしみん
だよりなど広報の点字版及び録音版を製作し、
希望者に配布する協働事業である。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

市の広報紙等を希望する視覚障がい者に対し、点
字版（毎月50件）及び録音版（毎月80件）をボラン
ティア団体と協働で製作し配布した。

行政からの情報を伝えることにより、視覚障がい
者の知る権利の確保と社会参加を促すことができ
た。

点字や録音には専門的な技術や経験が必要なこと
からボランティアが集まりにくく、毎月の製作には
多大な労力と時間を要する。今後もボランティア団
体と連携しながら、可能な限り最新機器等の導入や
入替を行うことで時間短縮や作業簡易化に努めてい
く。録音版については、メディアを従来のテープか
ら、利用者にとって使いやすいものになるようＣＤ
への変更を進める。

障がい福祉課

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）

平成27年８月から事業を開始した。

平成29年１月診療分から、精神障害者保健福祉手
帳２級所持者（約1,700名）も対象となる。対象者数
は５倍以上になるため、早い時期に案内文等を郵送
し、事業開始の周知徹底を図る。
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 365,400 434,000 558,000 902,000 1,146,000

決算額 419,632 498,161 562,791 943,380 1,140,372

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 9,398 8,800 8,485 9,627 9,972

決算額 7,881 7,695 7,533 7,383 7,390

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

障がい福祉課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

地域生活支援事業（意
思疎通支援事業）

障がい者が自立した日常生活又は社会生活を
営むことができるよう地域特性や利用者の状況
に応じた事業を効果的・効率的に実施し、福祉
の増進を図るとともに、障がいの有無にかかわ
らず人格と個性を尊重し安心して暮らすことの
できる地域社会の実現に寄与することを目的と
する。

聴覚障がい者のコミュニケーションを保障す
るために、手話通訳者及び要約筆記者を派遣す
る。重度障がい者の入院時に、意思疎通に慣れ
た支援員などを派遣することで、医療従事者と
の意思疎通の円滑化を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

手話通訳者（平成23年度691件、24年度665件、25
年度627件、26年度566件、27年度624件)及び要約筆
記者（平成23年度170件、24年度132件、25年度30
件、26年度85件、27年度41件）を派遣した。派遣件
数は減少しているが、聴覚障がい者の自立と社会参
加促進のために、意思疎通の支援を行っている。ま
た重度障がい者の入院時における医療関係者との意
思疎通を円滑化するための事業については、関係機
関に周知を図っている。

聴覚障がい者の自立と社会参加を促進し、自立し
た日常生活や社会生活を営む上で必要不可欠な事業
であるため、今後も継続して実施する。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

障がい福祉課

訓練等給付費支給事業

身体的又は社会的なリハビリテーションによ
る支援及び就労につながる支援、居住する場の
確保などの支援を実施することにより、障がい
者が地域で自立した生活を送れるようにするこ
とを目的とする。

訓練等給付事業として、①一定期間リハビリ
テーションを行う自立訓練、②一定期間就労す
るための支援を行う就労移行支援、③就労が困
難な障がい者に生産活動などの機会の提供を行
う就労継続支援、④住まいの場を提供する共同
生活援助の４事業がある。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

訓練等給付によるサービス利用を必要とする障が
い者に、リハビリテーションや就労の訓練、安心し
て生活のできる暮らしの場の確保等、障がい者の身
体機能・生活能力の維持・向上等のため支援を実施
した。目標達成度評価指標の就労移行支援支給決定
率は、平成25年度90％、26年度85％、27年度90％、
就労移行支援の３月時点月間実利用者数は、平成25
年度81人、26年度76人、27年度81人であり、自立に
向けた支援の実施が図れた。

国庫負担金の対象事業として、障がい施策の中で
も当該事業は重要視されており、今後も障がい者の
状況に応じて訓練等給付による支援を実施する。制
度改正により、平成26年度から共同生活介護が共同
生活援助に一元化された。目標達成度評価指標の障
害福祉サービス（訓練等給付費）月間利用者数（３
月末時点）について、今後も達成目標に向け支援の
実施を行っていく。

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 300 200 180

決算額 0 0 160 50 150

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

加藤 啓代

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

障がい者のスポーツ・
文化活動の振興

障がい者の社会参加の促進、自主性の向上、
機能訓練等に重要な役割を果たすスポーツ・文
化活動を振興するため、各種教室、大会等への
参加促進と障がい者の自主的活動の支援を行
う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

総合福祉センターを中心に開催するスポーツ・文
化活動等への参加を支援するとともに、県が開催す
る奈良県障害者スポーツ大会や奈良県障害者作品展
への参加、また身体障害者団体が開催する奈良県身
体障害者体育大会等への参加促進に努め、障がい者
の活動を支援し、障がい者のスポーツ・文化活動の
振興を図ることができた。

引き続き障がい者のスポーツ・文化活動を振興す
るため、各種教室、大会等への参加促進と障がい者
の自主的活動の支援を継続して実施する。

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

障がい者福祉に関する
市民啓発・広報の推進

障がい者が抱える課題を、市民が自らの問題
であると認識してもらえるように、また、障が
い者の社会参加の意欲を高めることを目的に、
しみんだよりやパネル展示等による啓発を行
う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

障害者週間（毎年12月３日から12月９日まで）の
機会をとらえ、しみんだよりによる啓発記事の掲載
や市庁舎内での啓発パネル等の展示を行った。

また平成26年度にはＤＶＤによる学習会とシンポ
ジウム、発達障害のある子どもたちの理解を深める
ための講演会「困っているのに困った子といわれる
子どもたち」を開催し、障がい者福祉に関する市民
啓発に努めた。

「障害者週間」パネル展示では、授産品の紹介、
販売等内容の充実、規模の拡大を図り、更なる啓発
を行う。

講演会においては、障がいを理由とした差別を禁
止する障害者差別解消法施行を踏まえ、障がい者に
対する関心と理解を深めてもらえるような内容を考
えながら開催していく。展示、講演会を通し市民に
広く障がい者福祉への関心と理解を深めてもらい、
障がい者の社会、経済、文化その他あらゆる分野の
活動への参加を目指し継続実施する。

障がい福祉課

障がい福祉課

実施状況（平成23年度～平成27年度）
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基本施策3-04 高齢者福祉

施策3-04-01 高齢者福祉の充実

施策の展開方向①高齢者福祉サービスの充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 127,980 122,224 114,814 98,550 104,986

決算額 103,759 98,227 94,271 78,663 75,362

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今北 治

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 330,837 323,651 329,079 328,673 343,022

決算額 302,864 292,219 291,380 293,080 303,122

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

早瀬 宏明
今北 治
野村 洋子

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

長寿福祉課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

地域支援事業（包括的
支援事業・任意事業）
の実施

住み慣れた地域で安心して暮らすことができ
るよう様々なサービスを提供し包括的に支援す
る。

包括的支援事業は、介護予防ケアマネジメン
ト業務、総合相談支援業務、権利擁護業務及び
包括的・継続的ケアマネジメント支援業務など
で構成され、高齢者や地域住民への様々な情報
提供や相談業務を行う。任意事業は、認知症対
策事業、成年後見制度利用支援事業、要介護者
紙おむつ等支給事業、要援護在宅高齢者配食
サービス事業及び緊急時在宅高齢者支援事業な
どで構成され、地域の高齢者が住み慣れた地域
で尊厳を保ち、安心して生活を継続できる社会
基盤を整える。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

委託により包括的支援業務を実施し、地域住民の
心身の健康保持及び生活の安定のために必要な支援
を行うことで、福祉の増進を図った（相談件数：平
成27年度28,910件）。

また、高齢者の心身状態の維持改善や重症化の予
防を図るため、配食サービス事業（延べ配食数：平
成27年度73,967食）等を実施した。

また平成27年９月から認知症対策として「安心・
安全“なら”見守りネットワーク」の実施や「認知
症初期集中支援チーム」を設置した。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよ
う、地域包括ケアシステムの構築に取り組んでい
る。

今後も、地域のニーズ把握や関係機関とのネット
ワークを強化、連携しながら適切なサービスや制度
の利用につなげる等、多面的・総合的な支援を行
う。

福祉政策課
長寿福祉課
介護福祉課

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

地域支援事業（介護予
防事業）の実施

高齢者が介護を必要としない状態を維持する
ため、主に活動的な状態にある高齢者（一次予
防事業対象者）を対象に生活機能の維持又は向
上に向けた取組として、介護予防普及啓発事業
等を実施する。

要支援・要介護となる可能性のある虚弱な人
（二次予防事業対象者）に対し、運動器の機能
向上教室を実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

65歳以上の二次予防事業対象者に対して、集団形
式で実施する従来の介護予防教室に加え、市内既存
の介護サービス事業所やスポーツ・フィットネス事
業所で参加者１人からでも実施できる個別形式での
介護予防教室を導入し、介護予防教室の受け皿を増
やした。介護予防事業参加率は平成23年度17.1％、
24年度15.9％、25年度19.4％、26年度23.6％、27年
度20.1％である。

平成29年度から介護予防・日常生活支援事業へ移
行するにあたり、事業実施方法の検討を進めていく
必要がある。
なお、平成28年度は介護予防教室を継続実施し、高

齢者が要介護状態等になることを防ぐ。

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 24,931 21,836 25,370 22,340 22,032

決算額 23,070 20,820 24,070 21,033 20,753

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今北 治

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 259,000 245,000 270,000 275,000 276,000

決算額 233,822 232,589 262,163 274,673 277,424

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今北 治

実施状況（平成23年度～平成27年度）

課題及び今後の方針

担当課

長寿福祉課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

老春手帳バス優待乗車
証交付事業

高齢者の積極的な社会参加を支援することに
より、健康維持・増進と生きがいのある生活を
送ってもらい、福祉の増進に資する。

市内在住で70歳以上の老春手帳所有者に対し
優待乗車証を交付する（バス優待乗車証ＩＣ
カードを使用し、奈良市内で乗るか降りるかし
た路線バス１乗車 100円）。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

高齢者の積極的な社会参加を支援することによ
り、健康維持・増進と生きがいのある生活を送って
もらい福祉の増進に資するため、優待乗車証を交付
した。

平成23年度は交付者数44,352人に対し24,934人が
利用、24年度は交付者数47,694人に対し25,685人が
利用、25年度は交付者数50,885人に対し26,192人が
利用、26年度は交付者数53,151人に対し26,878人が
利用、27年度は交付者数55,364人に対し27,352人が
利用した。

制度移行後、交付発行数、利用者数ともに増加し
ている。高齢者の積極的な社会参加を支援するた
め、また、健康維持・増進と生きがいのある生活を
送ってもらうため、利用を促進する。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

長寿福祉課

万年青年クラブ等活動
補助事業

高齢者が生きがいを感じ、孤立せず支え合
い、地域の福祉に貢献することを目的とし、万
年青年クラブ等が行う地域福祉活動・友愛活
動・健康増進活動に対し補助を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

高齢者の老後の生活を健全で豊かなものにするた
め、平成23年度は地区連合会37地区、単位クラブ330
クラブ、24年度は地区連合会32地区、単位クラブ323
クラブ、25年度は地区連合会33地区、単位クラブ308
クラブ、26年度は地区連合会31地区、単位クラブ295
クラブ、27年度は地区連合会31地区、単位クラブ289
クラブ及び全ての年度で市連合会に対して助成を行
い、社会福祉活動・健康増進事業等の高齢者の生き
がいづくりを推進した。

毎年、解散・休会・脱退のクラブがあり、会員数
が減少している。市万年青年クラブ連合会と連携
し、活動を活性化させるため、若い世代の会員を取
り込む方策が必要である。

事業名 事業目的及び事業概要
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（単位：千円）

計画年度

H23～H26 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 108,100 106,000 100,000 74,442 0

決算額 109,113 109,501 106,907 79,805 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今北 治

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 140,000 129,700 129,700 131,300 136,300

決算額 131,451 124,275 127,415 125,064 136,300

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今北 治

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

老春手帳入浴事業

老春手帳優遇措置事業の一環として、高齢者
の外出支援、福祉の増進を図る。

老春手帳優遇措置事業の浴場利用扶助として
入浴補助券を交付し、浴場組合が利用料金（420
円）の一部を負担する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

入浴補助券の交付枚数を従来の月15枚から、平成
26年４月から９月は月10枚、10月から平成27年３月
は月５枚に減らし、平成27年３月31日をもって入浴
補助制度終了となった（支出額は、25年度は公衆浴
場93,208千円、共同浴場13,699千円、26年度は公衆
浴場72,117千円、共同浴場7,688千円）。

長寿福祉課

長寿福祉課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

老人福祉センター運営
管理事業

60歳以上の地域の高齢者に対し、各種の相談
に応じるとともに、健康の増進、教養の向上及
びレクリエーションのための便宜を総合的に供
与し、高齢者に心豊かに楽しく明るく過ごして
もらうため、老人福祉センターの運営管理を行
う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度に福祉センターと改称し、高齢者だけ
でなく子育て親子も対象とした施設として、子育て
親子の交流及び集いの場の提供等を行い、高齢者が
他の世代と交流できる施設とした。

また、平成23年度に開館した南福祉センターを含
めた４施設の運営管理について、24年度に指定管理
者の公募を実施した。利用実績は平成23年度178,411
人、24年度181,417人、25年度176,557人、26年度
186,466人、27年度197,345人となった。

長寿健康ポイント事業のスタートとともに利用者
が増えつつあり、今後もポイント制度を活用しなが
ら、世代間交流、高齢者の社会参加活動の支援にも
力を入れ、利用者数の増を図る。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 515 418

決算額 0 2,706 0 469 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

猪岡 秀光

（単位：千円）

計画年度

H26～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 13,058 2,829

決算額 0 0 0 7,842 1,508

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今北 治

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

地域福祉課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

長寿健康ポイント事業

高齢者が、健康増進と介護予防に取り組むこ
とにより、生きがいのある生活を送ることがで
きるように支援することを目的とし、市の指定
する事業等に参加した方にポイントを付与し、
貯まったポイントを市内の様々なサービスに利
用できるような制度を創設する。

長寿福祉課

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

災害時要援護者名簿作
成事業

災害時要援護者に対する普段の見守り活動の
推進や、災害時における近隣住民による速やか
な初動活動を行えるよう、民生児童委員ととも
に名簿作成を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成24年度からは、民生児童委員による「救急医
療情報キット」の配布を名簿登載同意者に対して
行った。

平成27年度から「災害時要援護者名簿」を改正災
害対策基本法に基づく「避難行動要支援者名簿」へ
移行した。

民生委員が行った戸別訪問による同意確認が「避
難行動要支援者名簿」からできないことと、改めて
の同意確認が必要であるなど、課題が多いが、同意
率の向上を図ることで、地域における避難支援活動
の向上を目指す。

平成26年度にシステムの構築及びポイントサービ
スの運営を行う事業者を公募型プロポーザルにて決
定し、平成27年１月から、奈良市ポイント制度の１
つとして長寿健康ポイント事業を開始した。

市が指定する健康づくりや介護予防に関する事業
に参加することでポイントを付与し、貯まったポイ
ントを市内の様々なサービスに利用できるよう進め
た。

ポイント付与対象事業の充実を図り、高齢者の外
出の動機付けや仲間作りのきっかけを作ることで生
きがいのある生活を送ることができるように支援す
る。
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施策の展開方向②高齢者福祉施設の整備 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 219,247 610,436 47,212 616,315 0

決算額 296,999 115,524 477,920 543,780 0

繰越額 54,812 468,800 0 0 0

課長名

野村 洋子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 140,000 129,700 129,700 131,300 136,300

決算額 131,451 124,275 127,415 125,064 136,300

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

今北 治

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）
事業名 事業目的及び事業概要 担当課

老人福祉施設等整備費
補助事業

要介護度が中重度の方や認知症の人の在宅で
の生活継続支援のため、通いを中心に訪問や泊
まりを組み合わせた、小規模多機能型居宅介護
施設を整備し、高齢者が尊厳を持って生きられ
る街を目指す。

また、現在特別養護老人ホームの待機者が多
数いる中でその待機者を解消するため、第５期
介護保険事業計画に基づきそれぞれの施設を計
画の範囲内で整備する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

第５期介護保険事業計画に基づき平成26年度まで
に小規模多機能型居宅介護事業所９か所（369,349千
円）、特別養護老人ホーム３か所（504,915千円）の
整備を行った。また、グループホーム等スプリンク
ラー整備８か所（27,823千円）やグループホーム防
災改修（63,336千円）を行った。平成27年度におい
ては第６期介護保険事業計画に基づき整備を行う(看
護)小規模多機能型居宅介護事業所の公募選定を行っ
た。

平成29年度までは第６期介護保険事業計画に基づ
き、(看護)小規模多機能型居宅介護事業所の整備を
行う。平成30年度から平成32年度については、第７
期介護保険事業計画に基づき施設整備を行う。

介護福祉課

長寿福祉課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

老人福祉センター運営
管理事業
【3-04-01①再掲】

60歳以上の地域の高齢者に対し、各種の相談
に応じるとともに、健康の増進、教養の向上及
びレクリエーションのための便宜を総合的に供
与し、高齢者に心豊かに楽しく明るく過ごして
もらうため、老人福祉センターの運営管理を行
う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度に福祉センターと改称し、高齢者だけ
でなく子育て親子も対象とした施設として、子育て
親子の交流及び集いの場の提供等を行い、高齢者が
他の世代と交流できる施設とした。

また、平成23年度に開館した南福祉センターを含
めた４施設の運営管理について、24年度に指定管理
者の公募を実施した。利用実績は平成23年度178,411
人、24年度181,417人、25年度176,557人、26年度
186,466人、27年度197,345人となった。

長寿健康ポイント事業のスタートとともに利用者
が増えつつあり、今後もポイント制度を活用しなが
ら、世代間交流、高齢者の社会参加活動の支援にも
力を入れ、利用者数の増を図る。

課題及び今後の方針



施策の展開方向③介護保険制度の円滑な推進 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 528 132 122 487 122

決算額 304 0 112 406 120

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野村 洋子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 18,950 19,500 19,957 21,400 23,011

決算額 18,004 17,146 17,845 19,932 21,703

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野村 洋子

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

介護保険事業計画作成
委員会の運営

「老人福祉計画及び介護保険事業計画」の推
進及び見直しのために何をすべきかについて、
有識者や福祉担当者を含めた外部委員の意見を
高齢者福祉施策に反映させる。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度は老人福祉計画及び第５期介護保険事
業計画策定のため、４回開催し意見交換を行った。
平成24年度・25年度はそれぞれ２回開催し、計画の
進捗及び実績報告を行った。平成25年度開催時に
は、第６期計画策定のためのアンケート項目につい
て意見交換を行い、基礎資料の作成を進めた。平成
26年度は老人福祉計画及び第６期介護保険事業計画
策定のため、４回開催し意見交換を行った。平成27
年度は２回開催し、計画の進捗及び実績報告を行っ
た。

介護保険料を定めることもこの事業の一つであ
り、給付費の伸びを緩和させ保険料の上昇を抑制す
るため、今後も給付費の適正化に取り組む。平成27
年度介護保険法の改正を踏まえた第６期介護保険事
業計画を平成26年度に策定しており、今後は第６期
計画の実績及び進捗状況を検証し、第７期計画の策
定へ向けての意見交換を行う。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

介護福祉課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

介護保険賦課徴収

介護保険制度の円滑な運営を図るため、65歳
以上の第１号被保険者を対象に保険料を賦課徴
収する。介護保険料は基本的には特別徴収（年
金からの天引き）であるが、65歳到達直後の方
や年金支給額が一定額以下の方は普通徴収(納付
書もしくは口座振替での納付）になる。

パンフレットなどにより被保険者に制度の周
知を図り、また、未納者には督促・催告などを
送付することで、普通徴収収納率の向上を図
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

普通徴収の納期限後に未納者宛てに督促状を送付
した。その上で、なお未納の者には現年催告書を、
滞納者には滞納催告書を送付した。そのほか、電話
による個別催告を行った。督促状及び催告書の送付
件数は、平成26年度は督促状29,245件、現年催告書
2,150件、滞納催告書5,105件、27年度は督促状
26,572件、現年催告書2,208件、滞納催告書7,223件
であった。その結果、収納率は、26年度は87.92％、
27年度は87.95％となった。

普通徴収収納率を平成32年度末に90％程度まで引
き上げることを目指し、督促状、催告書及び電話催
告などにより収納率向上を図る。また、催告書送付
時に給付制限のお知らせ文書や延滞金の徴収案内を
同封するとともに、平成24年度に作成した債権管理
マニュアルを基に徴収力の強化を図る。

介護福祉課

課題及び今後の方針
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 18,432,624 20,391,425 21,748,626 22,830,000 23,490,334

決算額 18,598,354 19,870,311 21,073,697 22,365,926 23,332,744

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野村 洋子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,472,452 1,558,258 1,716,026 1,758,000 1,750,652

決算額 1,422,140 1,532,447 1,615,517 1,706,051 1,663,266

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

野村 洋子

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

介護福祉課

介護サービスの提供
（要介護認定者）

要介護度１～５と認定された人に対し、介護
保険法に基づき、可能な限り自立して居宅で生
活することを目指した訪問介護などの居宅サー
ビスや、また介護老人福祉施設などに入所して
サービスを受ける施設サービス等を一部自己負
担で提供することにより、本人及び家族の生活
を向上させる。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

介護保険事業計画に定めた内容を、介護保険法に
基づき実施した。また、平成25年度から介護給付費
通知の送付を開始した。

平成25年度は認定者数11,492人に対し給付費
21,073,697千円、平成26年度は認定者数12,024人に
対し給付費22,365,926千円、平成27年度は認定者数
12,720人に対し給付費23,332,744千円と認定者数の
増加に伴い給付費も増加しているが、１人当たりの
給付費は抑えられた。

認定者数の増加が給付費全体を押し上げている。
その伸びを少しでも緩和するために、介護予防に重
点を置くことにより要介護状態に陥ることを防止
し、併せて、過誤による請求や不正請求の発見・防
止に役立てるために介護サービス利用者に給付費通
知を送付する等、適正な給付に努める。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

介護福祉課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

介護予防サービスの提
供（要支援認定者）

要支援１・２と認定された人に対し、自立に
つながるあるいは介護度が上がらないよう、介
護予防の観点から介護保険法に基づき、訪問介
護などの居宅サービスを一部自己負担で提供す
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

介護保険事業計画に定めた内容を、介護保険法に
基づき実施した。また、平成25年度から介護給付費
通知の送付を開始した。

また、平成25年度は認定者数5,314人に対し給付費
1,615,517千円、平成26年度は認定者数5,679人に対
し給付費1,706,050千円、平成27年度は認定者数
5,987人に対し給付費1,663,266千円と、認定者数の
増加に伴い給付費も増加傾向にあるが一人当たりの
給付費は年々減少しており、予防事業や給付費適正
化の効果がみられた。

認定者数の増加が給付費全体を押し上げている。
その伸びを少しでも緩和するために、介護予防に重
点を置くことにより要支援状態に陥ることを防止
し、併せて、過誤による請求や不正請求の発見・防
止に役立てるために介護サービス利用者に給付費通
知を送付する等、適正な給付に努める。

課題及び今後の方針



基本施策3-05 医療

施策3-05-01 医療の充実

施策の展開方向①地域医療体制の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～H26 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,118,000 2,984,000 1,835,000 0 0

決算額 1,300 1,108,577 3,829,257 901,743 0

繰越額 1,106,000 2,974,223 979,966 0 0

課長名

松原 健次

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 240,000 28,300 53,800 98,900 101,800

決算額 112,791 24,732 56,238 99,324 89,686

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

松原 健次

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

市立奈良病院建設事業

平成16年12月１日に開院した市立奈良病院
は、昭和42年に病棟、43年に外来診療棟が建築
され、両棟とも老朽化・狭あい化している。

耐震基準にも不適合と考えられ、医療法の基
準にも一部不適合となっている。

このため、平成20年５月に「市立奈良病院建
設基本構想」を策定した。市民の安全・安心を
支える公立病院としての役割を担うべく、市民
の多様な医療ニーズ（救急医療・小児科・産婦
人科・がん医療・地域連携等）へ対応し、医療
水準の向上、療養環境等へも十分配慮した新病
院を現病院の南側に建設する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成22年度に着手された市立奈良病院新築その他
工事は、１期工事として、本館部分（入院・外来病
棟）の工事を完了し、平成24年12月22日に竣工式を
行い、平成25年１月から新病棟で診療を開始した。
２期工事では、旧病棟の解体及び別館部分を建設
し、平成26年１月31日に竣工した。その後駐車場及
び外構工事に着手し、平成25年度中の竣工予定で
あったが、着工当初から地下構造物等の処理に時間
を要したため、工期延長となった。平成26年６月末
に竣工し、７月１日にフルオープンした。

病院管理課

病院管理課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

看護専門学校運営事業

市内において看護師が不足している状況を受
け、その解決を目的として、看護師を養成する
ための看護専門学校を設置し、医療体制の充実
を図る。平成25年４月に開校し、学生数は１学
年当たり40人、合計で３学年120人を予定してい
る。

学校建設は公益社団法人地域医療振興協会が
行い、その建物を奈良市は無償貸与を受ける。
看護専門学校に必要な備品は協会が設置し、奈
良市が寄付を受ける。運営は市直営（教務部門
は協会に委託）で行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

市立看護専門学校の建設に向け、平成23年度に事
業用地を取得した。建物は平成25年１月に完成し、
協会に引き渡された。看護師養成所指定、専修学校
認可など法的手続が完了し、平成25年４月１日に開
校した。平成27年度末現在で１年生42名、２年生41
名、３年生41名が在籍し、３年生においては、全員
合格を目指し、模擬試験や強化学習による学力向上
に向けた取組を進めた結果、看護師国家試験を40名
が受験し、全員合格した。

地域医療に貢献する看護師の養成に努める。在校
生に対する教育内容の一層の充実を図るとともに、
優秀な学生確保に向け、ホームページ掲載や各学校
への案内など広報に努める。

課題及び今後の方針
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 70,525 70,525 70,525 70,604 120,525

決算額 70,525 70,525 70,525 70,590 117,485

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

松原 健次

施策の展開方向②救急医療体制の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 243,823 258,173 268,423 313,048 315,721

決算額 272,141 260,707 262,323 310,554 305,761

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

松原 健次

東部・月ヶ瀬・都地
域の医療確保

田原・柳生・月ヶ瀬・都診療所を設置し、
東部・月ヶ瀬・都ゾーンの地域医療の確保の
ために、各診療所の在宅医療を含めた医療機能
の充実に努めるとともに、より効率的な運営を
図る。

４診療所は、現在公益社団法人地域医療振興
協会が指定管理を行っている（田原・柳生診療
所は平成20年度から、月ヶ瀬・都診療所は平
成22年度から）が、一体的な運営を行うことで
より効率的な運営を図るとともに、地区内の民
間医院との連携及び同じく協会が指定管理を
行っている市立奈良病院と管理運営上の連携を
図りながら、今後の効率的な運営方法を検討す
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

田原・柳生診療所は平成20年度から、月ヶ瀬・都
診療所は平成22年度から公益社団法人地域医療振
興協会が指定管理を行ってきた。平成25年度に指定
管理者の更新を行い、地域医療振興協会を再選定
し、平成26年度から５年間指定管理することとなっ
た。また、東部地域の医療ニーズを把握し、興東地
域の地域医療充実に寄与するため平成27年度に興東
診療所の指定管理者の選定を行い、地域医療振興協
会を選定し、平成28年6月1日から平成31年3月31日ま
での間指定管理することとなった。

各診療所において地域医療の充実に努めるととも
に、地域医療振興協会が市立奈良病院と５診療所を
指定管理することにより、医師、看護師等の支援や
連携した医療サービスの提供等による一体的かつ効
率的な運営を行う。また、平成28年６月１日に開設
した興東診療所が、医療機関のない興東地域におい
て、安定した保健医療サービス（診療、健康診断及
び健康相談、予防接種等）を行うことにより、地域
の住民の方々に安心して健やかな生活を営んでいた
だく拠り所として、その目的を充分理解し適切な管
理運営を行う。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

病院管理課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

休日夜間応急診療所の
充実

奈良市休日夜間応急診療所のソフト・ハード
両面での充実を図り、奈良市の一次救急医療体
制の充実を目指すとともに、北和地区の拠点診
療所としての役割を果たすことを目的とする。

医師会等関係機関と協議し、北和地区の一次
救急医療の拠点としての機能充実（診療の空白
時間帯の解消・平日夜間の小児科専門医の配置
等）を進め、老朽化・狭あい化した施設整備に
ついて移転も含めた整備を行った。

また、北和地区の拠点診療所として、他市町
村の応分負担について県を含め協議を進めると
ともに、より効率的な運営を図るため、指定管
理者制度の導入を目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度には、診療の空白時間帯の解消を図る
ため、休日の診療開始時間を、午後１時からであっ
たものを午前10時からとした。

平日夜間の小児科専門医については、平成25年４
月から水曜日の午後10時から翌日午前６時まで、ま
た平成27年４月からは金曜日の午後10時から午前０
時まで、10月からは月曜日の午後10時から午前０時
までで配置し、診療体制の充実を図った。また、
ハード面では柏木町に診療所を移転・新築し、平成
26年４月１日から診療を開始した。

北和地区の一次救急の拠点診療所として、小児科
医の全日配置と空白時間帯の解消に向けて、引き続
き奈良県、奈良市医師会、近隣市と協議を進めてい
く。

病院管理課

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

松原 健次

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 0 0 0

決算額 0 0 0 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

松原 健次

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

病院管理課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

市立奈良病院の地域医
療連携の推進

市立奈良病院と地域内の診療所が行う連携
「病診連携」や病院同士でそれぞれの特長を生
かした役割分担を行う連携「病病連携」、また
福祉施設等との連携も進め、地域における医療
提供体制、特に市民の医療ニーズの高い救急医
療体制の充実を図り、市民の安全安心を支える
公的医療機関としての役割を果たす。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

地域の医療機関との連携強化のため、医療連携登
録医制度を開始し、平成28年４月末現在、開業医が
194名登録している。地域ガン診療連携拠点病院とし
て外来化学療法センターを設置し、６床から18床に
増床した。診療所等からの紹介率は平成26年度
36.7％（平成26年度医療法改正後の新算定式では
28.6％）、平成27年度35.7％（28.8％）、病院から
の逆紹介率は平成26年度21.1％（23.6％）、平成27
年度20.7％（22.6％）となっている。

地域の医療機関との連携強化のため、病診連携の
強化を促進する。今後、診療所等からの紹介率は
35.0％を、病院からの逆紹介率は30.0％を目指す。
（紹介率、逆紹介率は平成26年度医療法改正後の新
算定式による目標値）

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

病院管理課

市立奈良病院の救急医
療体制の充実

市立奈良病院の救急医療体制の充実について
は、ハード面では新病院の建設により大きく改
善されるところであるが、ソフト面では、医師
の当直体制において現在の内科系１名、外科系
１名に追加して救急専門医が当直するＥＲ当直
体制の全日実施を目指す。また、特にニーズの
高い小児救急については、小児科医を確保し、
地域の診療所等との連携を充実させる。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

産婦人科１次救急や２次救急医療機関（小児科・
内科）の病院群輪番制に参加し、救急医療体制の充
実に寄与するとともに、医師・看護師等の人員体制
の整備を図り、ＥＲ当直365日24時間体制とした。27
年度には、脳卒中救急医療をより充実させるため、
24時間対応可能な脳卒中センターを設置した。ま
た、ドクターカーの運用については、平成23年度に
週３日から４日へ、平成24年度には週４日から５日
へ、平成26年度から週５日から６日に拡充し、救急
医療体制の充実を図った。

今後も市立奈良病院の救急医療体制の充実を図る
ため、医師・看護師等の人員体制を強化するととも
にドクターカーの運用を365日体制とするよう市立奈
良病院と消防局との協議を進める。

市立奈良病院における救急車受入不能率の10％以
内維持を目指す。
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（単位：千円）

計画年度

H23～H25 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 19,500 168,400 0 0

決算額 2,330 13,820 178,605 0 0

繰越額 13,965 19,500 0 0 0

課長名

松原 健次

基本施策3-06 保健

施策3-06-01 健康づくりの推進

施策の展開方向①母子保健事業の推進 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,018,806 673,691 788,691 721,479 695,037

決算額 888,642 775,569 686,117 726,873 726,842

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

阪口 佳弘

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

予防接種事業

予防接種法に基づくＡ類疾病であるジフテリ
ア、百日せき、ポリオ、麻しん、風しん、日本
脳炎、破傷風、結核、Hib感染症、小児用肺炎球
菌感染症、ヒトパピローマウイルス感染症、水
痘及びＢ類疾病であるインフルエンザ、成人用
肺炎球菌感染症の予防接種を実施し、感染症の
おそれがある疾病の発生及びまん延を予防す
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成25年１月１日生まれ以降の対象者には予診票
綴りを発送し、７歳６か月までの定期予防接種の啓
発を行った。特に、二種混合、日本脳炎及びＭＲ２
期等は対象者に個別に勧奨ハガキを送付し、接種率
の向上に努めた。

また、平成26年10月１日から水痘・成人用肺炎球
菌が定期として追加された。

平成27年度の定期予防接種者数はＡ類が56,282
人、Ｂ類が52,093人であった。

各予防接種対象者への個別通知等の積極的な勧奨
及び関係機関との連携による啓発を行い、予防接種
の知識と接種率の向上を図る。また、平成28年10月
１日から定期予防接種となるＢ型肝炎、その他、今
後定期予防接種化される予定のロタウイルス、おた
ふくかぜについても、国の動向に注視していく。た
だし、子宮頸がん予防ワクチンは、国によりワクチ
ン接種と副反応の因果関係が明らかにされるまで、
平成25年６月14日以降、積極的な勧奨の差控えを継
続しており、再開時期等、国の動向に注視してい
く。

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

休日夜間応急診療所建
設事業

休日夜間応急診療所は昭和52年開設であり、
施設の老朽化と狭あい化が著しい。また診察室
への入口が１か所のみであるため、小児科診療
の受診者が多いにもかかわらず、室内をカーテ
ンで仕切っているだけの診察室で、内科・小児
科の診察を同時に行わざるを得ない。一次救急
診療を行うための医療機器等の設備も十分とは
言えない状態であった。

そのため、一次救急診療の充実のため内科・
小児科各診察室の確保、医療設備の充実を行う
とともに、市民サービスの向上を図るため新し
い診療所への建替えを行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

老朽化・狭あい化が著しい診療所の移転・新築工
事を行うため、平成23年度は基本設計、建設予定地
の地質調査等に着手し、平成24年度は実施設計・許
認可を行い、平成25年度は４月から工事に着工し、
平成26年２月に竣工した。

病院管理課

保健予防課



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 35,902 37,403 47,632 47,144 55,466

決算額 32,576 34,607 45,455 45,260 52,625

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

嵯峨 伊佐子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 209,700 217,230 220,567 228,422 222,361

決算額 216,829 216,769 222,138 226,272 215,243

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

嵯峨 伊佐子

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

健康増進課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

妊婦健診事業

妊娠中の女性と胎児の健康保持並びに異常の
早期発見のために実施する妊婦健康診査にかか
る費用の一部を助成する。妊婦健康診査は母子
保健法の規定により実施されるもので、妊娠届
出時に助成のための受診補助券を交付し、受診
費用の公費負担を行うことにより妊婦の経済的
負担を軽減し、未受診妊婦の解消を図り、母体
及び胎児の健康の保持・増進を図ることを目的
とする。近年、出産年齢の上昇等により、健康
管理がより重要となる妊婦が増加傾向にあると
ともに、経済的な理由により健康診査を受診し
ない妊婦もみられるため、妊婦に対する保健指
導及び健康診査の重要性、必要性が一層高まっ
ているところである。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

妊娠期間中14回程度行われることが望ましいとさ
れる妊婦健診を受診しやすくするため、妊婦一人に
対する公費負担額を平成23年度に85,000円から
95,000円に増額し、また平成25年度からは妊婦がよ
り受診しやすい環境とするため、追加券の使用方法
の制限を緩和した。

妊婦健康診査補助券（基本券14枚、追加券24枚）
の交付件数及び助成金額は、平成25年度は2,732件・
221,914千円、平成26年度は2,813件・226,025千円、
平成27年度は2,605件・214,957千円となった。

今後、更に妊婦健診の重要性と受診券の利用方法
の周知の徹底を図るとともに、医療機関等と連携し
未受診妊婦の把握と支援に努める。

健康増進課

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

乳幼児健診・相談事業

疾病の早期発見・治療・療育につなげるた
め、乳幼児健診により乳幼児の心身の安らかな
発達の促進と、育児不安の軽減を図る。

また、新生児・妊産婦訪問により、新生児の
発育、栄養、疾病予防並びに妊娠、出産に支障
を及ぼすおそれがある疾病、産褥期の健康管
理、家庭環境について適切な指導を行う。

さらに、母親教室において、沐浴指導や栄
養・歯科指導を実施し、妊娠・出産について正
しい知識の普及と育児不安の軽減を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

乳幼児健診受診率:＜４か月児＞23年度97.0％から
27年度97.6％。＜10か月児＞25年度(開始年
度)94.6％から27年度95.5％。＜１歳７か月児＞23年
度91.7％から27年度94.0％。＜３歳６か月児＞23年
度86.3％から27年度89.0％。新生児・妊産婦訪問件
数：＜妊婦＞23年度40件から27年度42件。＜新生
児・産婦＞23年度840件から27年度1,072件。

母親教室（実施回数・延参加者数）：23年度25
回・776人から27年度24回・662人となった。

４か月児健診の受診率98.0％を目指し、予防接種
時の医師からの受診勧奨や新生児訪問時等の受診勧
奨を徹底する。また､今後も未受診者の全数把握、経
過観察児の支援を継続して実施するとともに、安
心・安全な環境で育児を行えるよう、妊娠期からの
相談、支援体制の充実を図る。
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 10,500 8,500 7,900 9,500 9,184

決算額 6,373 4,576 7,251 8,673 8,581

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

嵯峨 伊佐子

施策の展開方向②成人保健事業の推進 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,669 2,821 4,664 3,650 3,580

決算額 3,312 2,331 2,452 3,037 7,032

繰越額 0 0 0 1,800 0

課長名

嵯峨 伊佐子

健康増進課

課題及び今後の方針

健康教育事業

40歳以上の市民を対象に生活習慣病の予防、
健康増進等に関する正しい知識の普及を図るこ
とにより、「自らの健康は自ら守る」という認
識と自覚を高め、壮年期からの健康の保持増進
に役立てることを目的とし、栄養や運動の知識
を普及、実践する健康講座やウォーキング事
業、地域での出前講座、個別の健康管理のため
の支援事業を実施する。

併せて、自主的に食生活改善や運動習慣づく
りの普及、啓発活動を推進するためのボラン
ティアの育成や支援を行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成26年度は生活習慣病予防・成人歯科保健等の
健康講座を107回3,071人、また「20日ならウォー
ク」を年10回延べ1,313人に実施した。平成27年度は
健康講座を87回4,123人、うち「20日ならウォーク」
を年８回延べ1,676人に実施した。

ボランティア育成と活動支援を行い、平成27年度
本会員数は食生活改善推進員84人、運動習慣づくり
推進員112人である。両ボランティアを対象に歯科の
スキルアップ研修を実施。歯科啓発をそれぞれの活
動に盛り込んでもらうことができた。

健康寿命延伸のためには、生活習慣病予防が重要
であり、食生活改善推進員、運動習慣づくり推進員
による市内全域への働きかけを行うとともに、平成
28年度から、壮中年期に運動習慣を定着化させるた
めの事業「１日8,000歩以上で健康づくり」活動量計
事業を実施する。平成27年度から導入している奈良
市ポイント制度（ＳmaＮＡＲＡ健康プロジェクト）
により、今後も健康増進事業への新規参加者の増加
を目指す。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

健康増進課

妊産婦・乳幼児健康相
談事業

少子化の進行等社会情勢の変化に伴い、家庭
や地域の子育て力は以前より低下し母親の育児
に対する孤立感や疲労感、不安感が増大し支援
を必要とする妊婦や保護者が増加している。乳
幼児の成長・母乳育児等の不安を身近な場所で
気軽に相談できる体制を整え、育児不安感・負
担感が引き起こす児への虐待を防止するととも
に早期支援につなげる。

西部会館乳幼児・妊産婦健康相談室では助産
師が、また保健所健康増進課では助産師・保健
師が妊婦相談、母乳や育児相談、発育・発達相
談、乳児の身体計測などを行う。より身近な場
所として、公民館等でも巡回相談を行ってい
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

乳幼児・妊産婦健康相談件数について、西部会館
は23年度598件から27年度883件に増加し、保健所は
23年度783件から27年度3,133件に増加した。公民館
等巡回は23年度1,383件から27年度1,014件に減少し
た。

「おやこプチ講座」は24年度から開始し、実施延
べ回数、延べ参加者数は、24年度29回・550人から27
年度32回・489人に減少した。また、専門性を高める
ための従事者研修会は年２回実施した。

身近に相談できる場所として、今後も継続して行
う。子育て支援機関が充実してきていることもあ
り、今後は関係機関との連携方法や役割分担につい
て検討する。さらに、思春期から更年期までの相談
に応じることができるよう、従事者研修の充実と市
民に相談事業の周知徹底を図る。

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）



（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 246,670 267,210 296,505 305,104 263,678

決算額 284,421 285,200 304,318 308,139 299,388

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

嵯峨 伊佐子

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 1,018,806 673,691 788,691 721,479 695,037

決算額 888,642 775,569 686,117 726,873 726,842

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

阪口 佳弘

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

予防接種事業
【3-06-01①再掲】

予防接種法に基づくＡ類疾病であるジフテリ
ア、百日せき、ポリオ、麻しん、風しん、日本
脳炎、破傷風、結核、Hib感染症、小児用肺炎球
菌感染症、ヒトパピローマウイルス感染症、水
痘及びＢ類疾病であるインフルエンザ、成人用
肺炎球菌感染症の予防接種を実施し、感染症の
おそれがある疾病の発生及びまん延を予防す
る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成25年１月１日生まれ以降の対象者には予診票
綴りを発送し、７歳６か月までの定期予防接種の啓
発を行った。特に、二種混合、日本脳炎及びＭＲ２
期等は対象者に個別に勧奨ハガキを送付し、接種率
の向上に努めた。

また、平成26年10月１日から水痘・成人用肺炎球
菌が定期として追加された。

平成27年度の定期予防接種者数はＡ類が56,282
人、Ｂ類が52,093人であった。

各予防接種対象者への個別通知等の積極的な勧奨
及び関係機関との連携による啓発を行い、予防接種
の知識と接種率の向上を図る。また、平成28年10月
１日から定期予防接種となるＢ型肝炎、その他、今
後定期予防接種化される予定のロタウイルス、おた
ふくかぜについても、国の動向に注視していく。た
だし、子宮頸がん予防ワクチンは、国によりワクチ
ン接種と副反応の因果関係が明らかにされるまで、
平成25年６月14日以降、積極的な勧奨の差控えを継
続しており、再開時期等、国の動向に注視してい
く。

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

がん検診（胃・肺・大
腸・子宮・乳がん）事
業

がん対策基本法・健康増進法に基づき、がん
の予防とがん検診に関する正しい知識を普及
し、検診の受診率向上と精度管理を行うこと
で、早期発見・早期治療につなげ、がん死亡率
の減少に努めることを目的として、各種がん検
診を実施する。

受診対象者に各種がん検診受診票を送付し、
指定医療機関での受診を勧奨するとともに、受
診率の向上を目指した啓発や受診しやすい体制
づくりを行う。また、がん検診の受診の結果、
精密検査が必要となった人について追跡把握を
行い、精密検査の未受診者に対して受診勧奨を
実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

特定健診等と大腸がん検診の受診票を同封発送す
るとともに、一定年齢の対象者に検診無料クーポン
券送付事業を実施した。大腸がん検診の受診者数
は、平成23年度30,535人（受診率26.6％）が、平成
27年度35,239人（受診率30.７％）と増加した。

市民ががんやがん検診に関する正しい知識を持
ち、積極的にがん検診を受診できるよう医療機関と
の連携を深め、様々な機会に啓発を行うとともに、
わかりやすく受診しやすい検診体制の構築に努め
る。

また、健康寿命の延伸のためには、がん検診の受
診率向上が有効であるため、大腸がん・子宮頸が
ん・乳がん検診について検診初年度の年齢の者を対
象に受診料無料事業を継続する。

健康増進課

保健予防課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課
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施策3-06-02 健康危機管理

施策の展開方向①健康危機管理体制の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 105 55 52 52 52

決算額 45 42 42 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

濱田 真弓

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 555 539 785 676 811

決算額 494 470 619 536 583

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

濱田 真弓

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

医療政策課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

医療機関、薬品等取扱
店舗への立入検査によ
る指導業務

「医療法」、「医薬品・医療機器等の品質・
有効性及び安全性の確保等に関する法律」、
「毒物劇物取締法」に基づき各対象施設に立入
検査を行い、指導啓発をすることにより、市民
の安全確保を図る。

病院は毎年１回、有床診療所、透析診療所、
有床助産所、薬局・医薬品店舗販売業・医療機
器販売業・貸与業及び毒物劇物販売業は３年に
１回実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

当初の計画どおり、病院、有床診療所、透析診療
所、有床助産所、医薬品店舗販売業及び毒物劇物販
売業への立入検査を実施した。また、県からの権限
移譲により、平成25年度から薬局、平成27年度から
医療機器販売業・貸与業への立入検査を実施した。
各検査項目に基づく、現場確認及び責任者からの聴
取により、効果的な指導啓発を行った。病院及び診
療所においては、特に医療安全対策、院内感染防止
対策に重点を置いて実施した。

立入検査の結果、改善事項のあった対象施設に対
しては、報告を受けるとともに改善状況を確認して
おり、今後も引き続き徹底を図る。

医療政策課

課題及び今後の方針

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

健康危機管理推進事業

健康危機管理の拠点として、健康危機発生時
に保健所機能を発揮した迅速な対応をするとと
もに、市民の生命及び健康を守るためには、平
常時からの関係機関との連携が必要である。そ
のために、健康危機管理地域連絡会議を設置
し、関係機関との緊密な連携を構築し、健康被
害発生時の地域医療体制の確保等、円滑な協力
体制の整備を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度に奈良市保健所健康危機管理地域連絡
会議を設置し、警察、消防、医師会等の関係機関と
種々の健康危機発生時における保健所と関係機関と
の連携について情報共有を行った。会議は毎年度１
回開催し、平成26年度はエボラ出血熱対策訓練を見
学するなど、健康危機管理における課題の共有に努
めている。

健康危機発生時に迅速な対応をするため、具体的
な事例研究による協力体制の強化を図る。



（単位：千円）

計画年度

H25～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 1,600 0 0

決算額 0 0 1,250 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

尾西 慶宏

施策の展開方向②疾病対策の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 30,219 25,433 20,761 28,069 24,305

決算額 18,692 21,409 25,957 30,142 23,835

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

阪口 佳弘

微生物検査用機器であるリアルタイムＰＣＲを平
成28年度以降に整備し、迅速かつ的確な検査体制を
更に充実させる。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

保健・環境検査
課

課題及び今後の方針

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

感染症対策事業

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律に基づき、結核、エイズ、Ｏ１５
７等の感染症の発生を予防し、そのまん延防止
を図ることを目的に、正しい知識の普及・啓発
に努めるとともに、人権に配慮した検査・相談
体制の充実等に努める。また、感染症発生時に
は、患者や市民の健康を守るために入院勧告や
接触者健診等を実施するとともに、結核患者が
確実に服薬できるように医療機関、保健所が服
薬を見守り確認する方法である地域ＤＯＴＳを
確実に実施する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

結核罹患率は平成23年の16.3（人口10万対）から
平成27年は19.7と増加した。これは、高齢者既感染
発病者数の増加が一要因と考られ、高齢者施設の感
染症・結核対策マニュアルの作成、研修会の開催
等、結核予防対策の取組を実施した。エイズ対策
は、検査案内チラシの設置協力店舗拡大を進め啓発
を強化したが、平成27年度の保健所ＨＩＶ検査受検
者は211人と平成26年度に比べ減少した。また、危機
管理課と連携し「奈良市新型インフルエンザ等対策
行動計画」を策定し、発生時の体制整備を図った。

結核罹患率を低下させるため、今後も結核患者へ
の地域ＤＯＴＳの強化とともに、高齢者施設や医療
機関に対する結核対策を重点課題として対策を進め
る。エイズ対策は、若年層への知識啓発を推進する
とともに、ＨＩＶ検査の啓発についても強化する。
また、「奈良市新型インフルエンザ等対策行動計
画」に基づき、発生時には関係部局や関係機関と連
携し、感染症対策を実施する。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

保健予防課

衛生検査事業
平時の衛生検査に加えて、健康危機発生時の

検査体制を整備し、市民が健康で安心して暮ら
せるまちを目指す。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

微生物及びウイルス検査に必須であるディープフ
リーザーを平成25年度に整備し、ノロウイルス等の
遺伝子検査を効率的に行った。
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（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,274 1,897 1,650 1,376 1,462

決算額 1,461 1,307 1,177 1,329 1,270

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

阪口 佳弘

（単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,554 2,453 2,131 1,626 1,545

決算額 1,996 2,027 1,735 1,609 1,480

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

阪口 佳弘

実施状況（平成23年度～平成27年度）

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

難病対策事業

難病患者やその家族が、病気や療養生活に対
する適切な情報及びサービスを得ることがで
き、安心して在宅で生活することができること
を目的として、医療費公費負担（特定疾患治療
研究事業）の申請受付や訪問相談や医療相談、
訪問相談員の育成や関係機関とのネットワーク
構築を目指した研修会、居宅生活支援事業等を
実施する。

平成25年４月１日から、法改正に伴い難病患
者等居宅生活支援事業が障がい福祉課へ移管さ
れ、介護給付費等支給事業及び地域生活支援事
業において実施されている。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

指定難病が306疾患に拡大され、平成27年度末の受
給者証保持者は3,179人に増加した。また、平成27年
度は訪問相談を135件、医療相談会を15回実施し、関
係機関を対象とする研修会やコミュニケーション支
援、レスパイト入院に関する体制整備を行った。さ
らに、重症な神経筋難病患者の在宅生活に向け保
健・医療・福祉にわたる総合的なサービスが提供で
きるよう、延べ15回の患者の推進チーム会議を開催
した。

平成27年７月に難病の対象疾患が306疾患に拡大し
たことから奈良県難病相談支援センターと協力を行
い、難病対策制度等の啓発を図っていく。

保健予防課

保健予防課

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

精神保健対策事業

精神疾患を持つ人やその疑いのある人が適切
な時期に適切な支援を受けることができ、社会
参加と自立への促進が図られ、地域で生活がで
きるよう、精神保健福祉相談や家族教室、当事
者教室、地域援助活動事業等を行う。またアル
コール問題を抱えている人を支援する関係機関
が集まり、課題解決に向けた話合いや研修会を
行う。さらに、自殺予防を目的に、こころの健
康相談、うつ病専門相談、市民講演会、人材育
成のための研修会、いのちの電話協会と協力し
相談や啓発等も行う。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

精神障がい者やその家族、関係機関からの相談に
対して、医療支援及び保健指導を行った。また、他
機関と連携を図り、在宅療養生活が行えるよう生活
問題や環境調整なども行った。平成27年度の相談件
数は901件、家族教室参加者延べ55人、こころの健康
相談利用者延べ36人、うつ病専門相談者10人（年３
回）であった。また、関係職員の資質向上のため、
自殺対策研修会や自殺予防啓発事業を実施した。

精神障がい者が住み慣れた地域を拠点に生活を送
ることができるよう、福祉担当課及び地域の福祉
サービス事業所並びに医療機関と連携を図り、退院
支援に向けた体制の整備が必要である。さらに、長
期入院患者の地域生活への移行に向けた体制整備を
地域・医療機関・行政機関と今後も進めていく。

課題及び今後の方針



施策の展開方向③食の安全確保 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 2,075 1,309 1,312 1,352 1,132

決算額 1,954 1,036 1,164 1,098 928

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

向井 潤吾

施策の展開方向④保健・医療・福祉の連携の強化と設備の充実 （単位：千円）

計画年度

H23～ H23 H24 H25 H26 H27

計画額 105 55 52 52 52

決算額 45 42 42 0 0

繰越額 0 0 0 0 0

課長名

濱田 真弓

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

食の安全確保事業

近年、食品の製造技術の高度化や輸入食品の
増大等、我々の食生活を取り巻く環境が著しく
変化している中、市民の食品の安全に関する不
安感や不信感も高まってきている状況を踏ま
え、①食品衛生法に基づく飲食店等の営業許
可、②収去検査及び③食鳥処理の事業の規制及
び食鳥検査に関する法律に基づく立入検査等の
監視指導を強化することで、食品の安全性確保
を目指す。

また、食中毒予防講習会の開催等を通じて市
民への食品衛生思想の普及啓発を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成27年度①食品衛生監視指導：食品関係営業施
設立入検査（計画3,669件実績2,913件）、食品等の
収去検査（計画185件実績183件）、衛生講習会（14
回）、食品等の放射性物質検査（計６件） ②家庭用
品の安全対策：住宅用洗浄剤等の試買検査（計画15
件実績15件） ③食鳥処理施設：食鳥処理業者への立
入検査（計画４件実績４件） 監視指導・啓発活動に
より食の安全を推進した。

引き続き、食生活を取り巻く環境の著しい変化に
対応し、食品衛生に関する監視指導を強化して、食
品の安全性を確保し、市民の健康を保持する。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

生活衛生課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）

実施状況（平成23年度～平成27年度）

健康危機管理推進事業
【3-06-02①再掲】

健康危機管理の拠点として、健康危機発生時
に保健所機能を発揮した迅速な対応をするとと
もに、市民の生命及び健康を守るためには、平
常時からの関係機関との連携が必要である。そ
のために、健康危機管理地域連絡会議を設置
し、関係機関との緊密な連携を構築し、健康被
害発生時の地域医療体制の確保等、円滑な協力
体制の整備を図る。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

平成23年度に奈良市保健所健康危機管理地域連絡
会議を設置し、警察、消防、医師会等の関係機関と
種々の健康危機発生時における保健所と関係機関と
の連携について情報共有を行った。会議は毎年度１
回開催し、平成26年度はエボラ出血熱対策訓練を見
学するなど、健康危機管理における課題の共有に努
めている。

健康危機発生時に迅速な対応をするため、具体的
な事例研究による協力体制の強化を図る。

医療政策課

課題及び今後の方針
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（単位：千円）

計画年度

H25 H23 H24 H25 H26 H27

計画額 0 0 473,000 0 0

決算額 0 0 443,099 28,427 0

繰越額 0 0 28,457 0 0

課長名

村田 務

奈良市保健所・教育総
合センター駐車場整備
事業

中核市移行に伴い必要となった保健所及び教
育センター利用者の利便のため、ＪＲ奈良駅高
架化に伴う用地を買収し、また、高架下を借地
することにより、利用者用駐車場を整備する。

平成23年度から平成27年度までの取組内容及び評価

駐車場の設計について、近隣住民との調整が完了
して、工事着工し、平成26年３月に一部供用開始し
た。

買収地面積 2,886.4㎡
借地面積 2,113.0㎡
総面積 4,999.4㎡
整備内容 116台分の駐車スペース

発券機
場内通路等が完成し、平成26年５月１日に全面供

用開始により事業が完了した。

事業名 事業目的及び事業概要 担当課

保健所・教育総
合センター管理
課

課題及び今後の方針

実施状況（平成23年度～平成27年度）


